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法曹養成制度改革推進室事務官 中 島 行 雄

法務省

大臣官房司法法制部参事官 松 井   洋

大臣官房司法法制部参事官 鈴 木 昭 洋

大臣官房司法法制部付  遠 藤 圭一郎

日本司法支援センター

 総務部長                      竹 中 理比古 

常勤弁護士総合企画部常勤弁護士総合企画課長      小 島 達 朗 

日本弁護士連合会

事務次長                           鈴 木 啓 文

日弁連法務研究財団「地方行政における法曹有資格者の活用に関する研究会」幹事， 幸 田 雅 治

中央大学大学院公共政策研究科教授  

若手法曹センター副本部長 谷 垣 岳 人

司法改革調査室嘱託 藍 原 義 章

高齢社会対策本部事務局長， 延 命 政 之

高齢者・障害者の権利に関する委員会委員

オブザーバー

人事院

総務省

文部科学省

厚生労働省
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取り組むべき課題 現在までの取組状況 今後の試行・取組の予定

・法務省大臣官房司法法制部での弁護士の研修
(H25.5より）

・復興に関係する機関での弁護士の任期付公務員
等としての採用（公募中）

・被災地自治体への法曹有資格者派遣に向けた
ニーズ調査（15自治体）及び弁護士の派遣（4自治
体）

・被災地自治体での法曹有資格者派遣の更なる拡
大に向けた取組

・行政連携センターの運用開始（大阪弁護士会等）

・地方自治体における弁護士の役割に関する説明
会，シンポジウム（H25.11及びH26.1実施予定・日弁
連等）

・日弁連法務研究財団　条例づくり・レビュー研究会発足・稼
動中
　大津「いじめの防止に関する行動計画」策定

・H26～　他の自治体への条例等制定支援働きかけ

・全国の弁護士会における行政連携活動の実態調査，全国
の自治体（市レベル以上）における法的ニーズ把握のための
アンケート調査，地方公共団体における法曹有資格者の常
勤職員に対するアンケート調査（いずれも実施中）

・アンケートや調査結果の検討，報告

・自治体向けパンフレット等による広報活動（実施中）

・伊豆市等での法テラス常勤弁護士の研修

福祉分野における活
動領域の拡大

・法テラスによる司法ソーシャルワークの取組（実施中）

企業における弁護士
の採用促進

・日弁連における，これまでの求人求職事業の運用
状況調査（実施中）

女性企業家・企業内
女性弁護士支援

・ニーズ調査（実施中）
　金融機関，女性企業家団体及び企業内女性弁護
士等からのヒヤリング等

・「企業内リーガルセクションワークショップ」（H25後期から・慶應）

・法科大学院における継続教育の普及に向けた検討

・企業内若手弁護士向け継続研修（日弁連）

・海外弁護士会と交換インターン
(H25.1覚書締結)

・駐日国際機関でのインターン

・国際分野志望者のためのセミナー開催(H22より毎年開催)

・国際機関等での日本の法曹有資格者の採
用促進
⇒　外務省　国際機関人事センターと日弁連の連
携 (H25.12より協議開始）

 ・海外展開支援のための在外調査・研究（予算要求中）
・予算措置後，法曹有資格者の海外への派遣
（H26年度）

・中小企業海外展開支援弁護士紹介制度開始
(H24.5より　東京，神奈川，愛知，大阪，福岡)

・左記紹介制度の地方展開（現在進行中）及び全
国的バックアップ体制の拡充

・eラーニング等による中小企業の海外展開に関す
る研修（日弁連・実施中）

海

外

展

開

法曹有資格者の海外
進出の促進・拡大

海外において活躍で
きる人材の育成

弁護士による中小企
業等の海外展開支援
の拡充

法曹養成段階及び継
続教育でのカリキュ
ラムの改善

企

業

国

・

自

治

体

・

福

祉

等

地方自治体での活動
領域の拡大

法曹有資格者の活動領域の拡大に向けた取組について

法曹有資格者が，社会のニーズに積極的に対応し，公的機関，企業，国際機関等をはじめとして社会の隅々に進出し，多様な機能を
発揮することにより，「法の支配」を全国あまねく実現し，もって国民の利益に資すること

国の機関での活動領
域の拡大

・法務省保護局・矯正局での弁護士の研修
（H26.1より保護局，H26.6より矯正局各１名）

・日弁連推薦留学制度対象校の拡充
・英語の習得を目的とした講座の開講の検討
・法科大学院における継続教育の実施の検討

・全国版行政連携センター（仮称）設置
（日弁連・H25年度中）
※　同趣旨のシンポジウムは引き続き実施を継続

・「ひまわりキャリアサポートオフィス（仮称）」設置
（日弁連・H25年度中）
※　女性弁護士への支援及びネットワークの構築
も含む

・法科大学院（慶應等）における継続教育の実施
(H26.4より)

基本的な視点

法テラスにおける今後の取組：顧問会議，有識者懇談会等で
方向性につき，議論，検討

・明石市からの市庁舎への法テラスの窓口設置の要望に対す
る対応(H26.4を目処）

・鹿角市（秋田県）からの法テラス司法過疎地域事務所の設
置の要望に対する対応
～地域連携パイロット事務所の試験的かつ実践的な取組～
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第１ 要望の趣旨 

   平成２６年４月頃を目処に、鹿角市内に日本司法支援センターの司法過疎地域事務

所を開設し、スタッフ弁護士を配置くださいますよう要望いたします。 

 

第２ 要望の理由 

 

 １ 鹿角市及びこれに隣接する地域について 

    鹿角市は、北東北三県のほぼ中央となる秋田県の北東部に位置し、十和田八幡平

国立公園を抱える四季の風情が豊かな小都市です。 

    市域は、総面積707.34ｋ㎡で南北に長く、四方を山に囲まれた花輪盆地を中心に

市街地が開け、その周辺の台地や丘陵に集落が広がっており、総人口は約 34,000

人です。 

本市では、少子高齢化が全国的傾向に先行して進んでおり、平成22年の国勢調査

では、年少人口比率が11.6％、高齢者人口比率が32.9％となっています。この傾向

は今後も続くとされ、国立社会保障・人口問題研究所の推計では、平成32年の総人

口は29,708人で、年少人口比率は10.3％、高齢者人口比率は39.1％とされており

ます。このため、平成23年度からの第６次市総合計画において、地域経済の縮小や

担い手の不足など地域の活力の低下を招く要因となる人口の減少をできるだけ緩や

かにし、平成32年度において３万人台の人口を確保することを目標に掲げ、産業振

興による雇用の場の確保・創出や暮らしやすいまちづくりの推進、交流・移住の促

進に取り組んでいるところであります。 

交通については、市の中央部を南北に東北縦貫自動車道が通り、鹿角八幡平と十

和田の２つのインターチェンジによって、盛岡、青森、八戸などの主要都市と車で

約１時間で結ばれる一方、秋田地方裁判所がある秋田市までは、国道285号を経由

して約２時間30分を要します。秋田地裁大館支部のある大館市までは国道１０３号

を経由して約40分（積雪期は約60分）の距離にありますが、秋田県の出先機関（鹿

角地域振興局）が置かれるなど、一定の自立した生活圏を形成しています。 

なお、鹿角地域振興局の管内市町村は、鹿角市と小坂町の２市町ですが、小坂町

の総人口は約5,800人で、同様に少子高齢化が進んでおり、平成22年の国勢調査で

は、年少人口比率が10.1％、高齢者人口比率が36.5％となっています。 
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２ 鹿角市及び近隣の弁護士等の状況について 

   鹿角市内の弁護士等の状況については、鹿角市内に弁護士事務所はありません。

他の法律サービス関係では、司法書士が３人、うち認定司法書士は１人いるだけで

あり、鹿角市は、身近なところで法律サービスへアクセスすることが困難な地域と

なっております。 

   秋田地裁大館支部管内では、隣接する大館市に弁護士事務所がありますが、公共

交通機関を利用して鹿角花輪駅前から大館駅前まで移動する場合、鉄道では約 52

分（１日平均８本）、路線バスでは約90分（１日平均11本）を要し、高齢者等の交

通弱者が容易に相談できる環境にはありません。 

  【秋田地裁大館支部の弁護士等】（単位：人） 

 弁護士 司法書士  

   うち認定司法書士 

鹿角市 ０ ３ １ 

小坂町 ０ ０ ０ 

大館市 ５ ７ ４ 

北秋田市 ０ ２ ２ 

 

 ３ 鹿角市に弁護士が常駐する必要性（ニーズ） 

（１）法的相談が行える機会の充足 

     秋田弁護士会や秋田県司法書士会の無料法律相談は、大館市での開催や電話相

談が主であることから、鹿角市では、身近に法律問題へ対処できる機会を設ける

ため、次表のとおり４つの無料相談を行っています。 

その中でも弁護士による無料相談の利用件数が多い状況であり、これは、問題

の解決に向けより専門的な助言を得たいという市民ニーズの表れと見ることがで

きますが、毎回、10人の定員を超える利用希望者があり、希望者全員が利用でき

る状況にはなく、定員になった時点で断っている状況です。また、大館市の弁護

士に依頼して行っていますが、相談時間が１人あたり15分から20分程度と非常

に短く、その場で十分な説明を受けられるという状況にはありません。また、相

談内容は、金銭問題をはじめとして、相続問題、離婚に関する相談など、他の相

談では対応できない内容が多い状況で、相談件数も毎年増えております。 
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さらに、相談者には高齢者が多く、大館市まで足を運ぶことに負担を感じる方

もおります。認知症、知的障害、精神障害、身体的障害等の理由により、災害時

の避難に支援を必要とする方は平成24年５月現在で1,440人おり、こうした方々

にとっては、市内で迅速に相談できる専門家の存在が重要です。 

このため、より身近なところで、じっくりと法律的な相談を行うことができる

環境が求められており、これらの法律サービスを必要とする市民が迅速に相談に

行くことができ、また、移動が困難な市民のもとには、迅速に出張相談に来てい

ただくことができる市内に常駐する弁護士の存在が望まれます。 

    【市で行っている主な相談】 

 対応者 開催回数 相談件数（H24） 

総合相談 人権擁護委員、行政相談委員 年12回 41件 

弁護士相談 弁護士（市外） 年８回 76件 

相続・登記相談 司法書士（市内） 年６回 22件 

土地・家屋相談 土地家屋調査士（市内） 年６回  5件 

 

 （２）高齢化への対応 

     高齢者人口比率30％を超える鹿角市では、今後、見守り支援が必要な高齢者や

一人暮らし高齢者が増加し、成年後見制度等の潜在的な対象者の増加が予想され

ます。現在、成年後見制度を利用している事例は把握していませんが、鹿角市社

会福祉協議会内に鹿角地区福祉サポートセンター専門員が１人配置され、平成25

年10月現在32人の方の権利擁護事業を行っており、その数は年々増える傾向に

あります。 

実際、平成24年度の要介護認定者2,560人中、「認知症高齢者の日常生活自立

度」がⅡ以上で、見守り支援が必要な状態であると判断される高齢者は1,774人

（69.3％）であるほか、障害者についても、療育手帳又は精神保健福祉手帳を所

持する方のうち、１人暮らしで見守りが必要な方は44人おり、今後、これらの方々

の程度の悪化や、少子高齢化・過疎化の進行による一人暮らし高齢者等の増加が

予想されることを踏まえると、本市における成年後見人の担い手の確保は緊要な

課題であると捉えております。 

このような状況に対処するためには、鹿角市又は鹿角地区の福祉関係機関や隣

接士業と連携し、専門職後見人の確保や市民後見人の育成などを主導いただくと
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ともに、個別事案に際し身寄りがなく報酬が見込めない方の成年後見等に対応い

ただける市内常駐の弁護士が必要であると考えます。 

また、高齢化の進行に伴う課題として、消費生活に係わる被害や空き家に関す

るトラブルの増加が懸念されますが、弁護士が市内に常駐することで、市の消費

生活相談員との連携による市内各地でのきめ細かい消費者教育の実施や、市の空

き家問題担当部署による適正管理への助言など、安全・安心な市民生活の実現に

寄与するものと考えております。 

 

（３）自殺対策の強化 

    秋田県の自殺率が全国トップである状況の中で、鹿角市の自殺率も高い値で推

移しており、市では、平成19年度以降、自殺予防の各種啓発・相談事業を実施し

てきました。 

    これまで、地域の見守り体制を強化するため、ふれあいパートナー養成講座に

より260人の傾聴ボランティアを育成し、これらの市民が市内３か所で毎月３回

程度の「ふれあいサロン」を開設しているほか、平成24年度からは臨床心理士に

悩みを相談できる「こころの個別相談」を開始しております。年19回の「こころ

の個別相談」に対し、家庭内不和のほか、健康不安、借金問題に関するものなど、

32件の相談に対応しました。 

このような取り組みにより、本市での自殺者数は減少傾向を見せておりました

が、平成 24 年の自殺率は、一転増加に転じ、41.9 と県内の市部で最も高くなる

結果となり、対策の難しさを実感するとともに、取組の一層の強化の必要性を感

じているところであります。 

自殺の動機で最も多いのは健康問題（病苦）ですが、これに起因する収入の減

少や借金の増加等の経済事情等については、弁護士が対応しうる問題があると考

えられ、平成25年度の相談事例では、孫の借金問題の相談から、弁護士の無料相

談につなげた事例もありました。このため、例えば「こころの個別相談」で臨床

心理士と一緒に相談を行ったり、又は臨床心理士からの紹介を受け迅速に一緒に

対応する弁護士がいれば、自殺予防対策の強化につながるものと考えます。 
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４ まとめ 

（１） 上記のとおり、高齢化が進む鹿角市では、福祉と連携した法的支援や自殺対策

に関連する法的支援など喫緊の課題があり、今後さらに、そのニーズが増加するこ

とが予想されます。 

このような市民、特に福祉との緊密な連携が必要となる高齢者のニーズに迅速に

応えるためには、専門家による定期的な巡回相談では、その後のフォロー等を考え

れば十分なものとは言い難く、市民がいつでも相談でき、市民のもとにいつでも相

談に行っていただける弁護士の存在が必要です。また、個々の法律相談に対応する

だけでなく、鹿角地域の行政機関、福祉機関、医療機関、隣接士業団体などとネッ

トワークを作り、専門職後見人の確保や市民後見人の育成などの制度の構築、運用

に継続的に関与いただくためには、関係機関の担当者と顔の見える関係を築くこと

が不可欠であり、遠隔地からの出張では十分な対応は望めないことから、鹿角地域

に密着した弁護士の存在が必要です。 

このため、鹿角市及び小坂町を含む鹿角地域内の福祉機関に集まる法的ニーズの

受け皿となる弁護士が、物理的にも心理的にも近いところ、すなわち鹿角市内に存

在することが必要と考えております。 

（２） 鹿角市では、これからの日本の少子高齢社会が抱える問題が既に顕在化してお

りますが、日本司法支援センターの司法過疎地域事務所の開設を通じて、地域（自

治体及び福祉機関等）と司法（弁護士）との有機的なネットワークを構築すること

で、この問題に対応したいと考えています。そのため、今回の要望については、単

に司法過疎地域に弁護士を配置していただくのではなく、地域と連携することを念

頭に、弁護士を地域サービスの一員に位置づけられないかと考えているところであ

ります。これは地域にとっても司法にとっても新しい試みになると思われ、このよ

うな手法により掘り起こされるニーズの種類・量等の実績によっては、同様の司法

過疎地域における民間を含む弁護士事務所開設の可能性を基礎付ける有用なデータ

になりえるものと考えます。そして、その業務実績から、一般の弁護士事務所が十

分成り立ちうるものであるとの結果が出れば、同様の司法過疎地域に弁護士が安心

して開業できることになり、住民からすれば、より充実した適切な法的サービスを

受けることができ、弁護士からすれば、地域自治体、福祉機関等との連携という新

たな形態での活動領域の拡大につながるものと考えます。僭越なご提案ではありま
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明し、費用対効果分析などの理論的説明を適宜加えるイ
メージである。

法律家、企業人、心理学、教育学者、小学校教員など
多様なメンバーからの多彩な原稿をもとに、外部から招
いた教育関係者と議論をした要点を紹介する。
（2）教材の内容と議論　例：もめ事の間にはいる、

好きなもの嫌いなものゲーム、アジの開き給食ケース、
町でルールを見つける、公園掃除のボランティア、学芸
会の出し物、掃除の役割分担、公園の使い方、生き物係、
部屋のエアコンの設定温度など。

原稿には「多数決」という言葉がよく出てくる。しか
し、小学校では中学校とは違いなるべく多数決にしない
方針がある。それは、小学校では説得して折り合いをつ
けることを重視しているからである。教材で多数決が民
主主義だということを押し過ぎるとずれが生じる。多数
決には、ウィンウィンの解決ができないという本質的な
弱点もある。

第三者が決定をする前述1（2）の「泡沫裁判」には、
小学校教材としてリスクがある。裁判の対象となった

「罪」を告白した人が被告人役を演ずると、社会人でも
大きなストレスになることがあるからだ。
（3）「件の宣言」－立法政策決定ゲーム
最後に、多数決に対する上記の2点に留意しつつ、立

法政策決定過程への参画をイメージした「件の宣言」の
実演を紹介する。

テーマは、一夫一妻制度を緩和すべきか否か。10人

1. 研究の趣旨
地方自治体においては、政策

遂行の根拠規定は、条例・要項・
規則等（以下、「条例等」という。）
の法規範とされている。これら
の規範は、市民の権利義務に関
わるものであり、住民福祉、サー
ビスを増進しうるものであり、
かつ、納税者としての市民の負
担においてその執行が行われていることに鑑みれば、条
例等の整備及びその執行状況については、地方自治体に
おいて、不断の見直しが必要と考えられる。そして、条

の研究会有志が、A緩和すべき、B少し緩和すべき、C
少し堅持すべき、D堅持すべきの4チームに分けられた。

Aチームの主張：①より多数の人が幸せになれる、②
少子化対策になる、③脱核家族化による孤立化防止、④
経済的に無駄が無くなり、貧困対策につながる。Bチー
ムの主張：①消費増で経済活性化、②恋愛は自由で同意
があればよい、③一夫多妻の国もあり、国際理解につな
がる。Cチームの主張：①配偶者の精神的な安定が損な
われる、②家族制が崩壊する、③一夫多妻・一妻多夫制
だと裕福な人に配偶者が集まる。Dチームの主張：①恋
愛至上主義になり、結婚できない人が増える、②財産問
題や親族の範囲が不明となり、社会が混乱する、③現行
制度でもうまくやれば複数の人と付き合えるので制度化
は不要。

討論前の意見ではAが5票、Dが5票であった。最終的
意見はAが5票、Dが5票と同数だったので、一夫一妻制
度についての政策「宣言」はできなかった。討論の前後
で変化がないように見えるが、実際はそのうち2人が意
見を変えていた。

このゲームは、単なる多数決ではなく討論または熟議
の効用を示す教材になりうる。もっとも、この実演を小
学生に読ませることについては、色々な議論があるだろ
う。しかし、実際のテーマ設定をどのように決めるかも
含めて、なかなか刺激的な教材になると思うが、いかが
だろう。

例等が、法律同様に法規範であることから、こうした条
例等の整備や執行状況の見直し等に関しては、法律専門
家である弁護士等の支援が期待されると言うべきである。

しかしながら、現在、日本の地方自治体においては、
政策法務分野に弁護士等を配置するということが一般化
していない。

そこで、本研究計画においては、地方自治体における
条例案策定及び既存条例のレビューなどにかかる法的支
援のあり方を研究し、弁護士がこうした法的支援を担い
うることを検証、実証しつつ、並行して、具体的な地方
自治体のニーズを把握し、継続的に弁護士が地方自治体
に対し支援を行うスキームのあり方を検討する。更には、
弁護士の地方自治体に関わる活動領域拡大の可能性、そ

めたい!
研究の現場から

「自治体における条例案策定及び条例レビューにかかる法的支援」研究会 研究員  弁護士　角南 和子

条例案の策定・既存条例のレビュー等にかかる
弁護士による法的支援のあり方 〜研究計画と現況〜究

角南 和子 弁護士
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10　（公財）日弁連法務研究財団ニューズレター  No.56
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れに必要とされる弁護士の素養やその養成のあり方等に
ついて一定の提言を行うことも、本研究の趣旨、目的と
するところである。

2.  研究の計画・方法
地方自治体の政策法務や条例等の策定等に知見を有す

る弁護士と、当該条例等が対象とする具体的な政策内容
に知見を有する弁護士が協働し、地方自治体における具
体的なニーズを把握し、パイロット的に、条例等の策定
または既存条例等の執行状況等に関わる支援を行うこと
を通じて、1で述べたとおり、一定の提言を行うことを
目指す。

なお、具体的な着手、取り組みの状況は、次項のとお
りである。

3.	 �具体的な着手、取り組みの状況―大津市の
「いじめの防止に関する行動計画」策定支援

1）支援のきっかけ
本研究会は、日弁連を通じて、大津市より、同市の「子

どものいじめの防止に関する条例」第9条の規定に基づ
き、条例の基本理念にのっとり、子どもが安心して生活
し、学ぶことができるいじめのない社会の構築を総合的
かつ計画的に推進するため、いじめの防止に関する行動
計画（以下、「行動計画」という。）を策定中、との情報
提供を受けた。

行動計画の策定作業は、同市長の付属機関である「行
動計画策定アドバイザー会議」から専門的助言を得つつ、
先駆的事例などの調査をコンサルタント業者に委託して
進められていたが、同市からは、以下のような要請が、
寄せられた。
①　条例の執行状況を踏まえつつ、弁護士という立場か

ら、理念的及び法的な観点を踏まえた助言をもらいた
い。特に、新法及びそれに基づく基本方針との整合性
についてもチェック、助言してほしい。

②　策定期間は半年の予定であったが、本年度内に様々
な関係者の意見を反映した実り多いものを策定したい。
そのために必要な範囲で、適宜適切な助言をもらいた
い。
以上の要請をふまえ、本研究会は、同市において、既

存の条例（「子どものいじめの防止に関する条例」）の執
行をより実りあるものにするための作業（行動計画の策
定支援）への支援のニーズが存在すると理解し、同市に
対し、本研究の一環として、法的支援を行うこととした。

2）支援の経緯と概要
本研究会は、1）で述べた大津市の要請に応えるべく、

まずは、いじめ問題に造詣ある研究員を中心にチームを

編成した。その上で、同市と複数回の会議を重ね、その
ニーズをより具体的に把握し、上記行動計画策定に関し、
必要な研究、検討、提言を行い、同市に対し、その成果
を提供するという作業を行い、2014年1月10日、これ
を終了した。

その具体的な経緯及び概要は、以下のとおりである。

2013年11月	� 研究チームが大津市長を始め大津
市と会議を重ね、意見交換。途中、
研究チームが大津市に訪問。

2013年12月17日	� 研究チームが行動計画案に提言を
付し、本支援の成果として大津市
に提供

2014年1月10日	� 研究チームが更なる提言をし、本
支援の最終の作業を終了

なお、大津市においては、研究チームによる上記各提
言等を踏まえ、随時行動計画案を修正し、作成した上、
現在、パブリックコメントを募集中である（2014年2
月1日現在）。

4.  今後の取り組み予定
このように、本研究会においては、本研究の一環とし

て、既に、大津市への支援を着手、終了し、同市からは、
弁護士による支援の意義、成果について、積極的な評価
を頂くことができた。

今後は、同市に対する支援の例から、地方自治体にお
けるニーズに関する検討を深め、弁護士による地方自治
体への法的支援のあり方について、更なる検討を進めて
いく予定である。

本研究会においては、現在、同市以外の地方自治体に
対し、条例等の策定や執行状況の見直し等の具体的な
ニーズを探るべく、調査やヒヤリング等を進めている。
そして、本研究会としては、こうした調査等を踏まえ、
地方自治体に対し、新たに具体的な法的支援を行うこと
を検討中であり、これを通じて、本研究を更に進めてい
くことを考えている。

なお、新たな法的支援の案として、現在検討している
のは、債権管理条例の策定、既存の条例の評価・検証・
見直し等の支援である。

また、こうした具体的支援を行うのと並行して、条例
等の策定支援に関わる知識・技能等をテーマに、地方自
治体の職員等を対象とした研修会を企画、開催すること
も検討中である。
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このたびは、大津市いじめの防止に関する行動計画の策定にあた

り、多大なご支援を賜り、心より御礼申し上げます。 

大津市では、昨年４月から「大津市いじめの防止に関する行動計

画」を策定しておりましたが、いじめ防止対策推進法の施行及び基

本方針の策定に伴い、本市行動計画を地方いじめ防止基本方針とし

て位置付けるため、法及び基本方針と行動計画との法的な整合性を

はじめ、保護者の知る権利や重大事態への対応に係る法的検討など、

公益財団日弁連法務研究財団研究メンバーの先生方には、ご多忙中

にも関わらず、大変厳しい計画策定スケジュールの中で、細部に至

るまで研究、整理いただき、ご指導、ご助言をいただいたおかげで、

行動計画（案）の精度を格段に高めることができました。ひとえに

皆様のご支援の賜物と感謝申し上げます。 

今後も、法曹有資格者の活動領域の拡大に向けてご尽力頂き、大

津市に限らず、全国自治体との協力・連携を推進いただくことをお

願い申し上げ、お礼の言葉といたします。 

 

平成２６年１月３１日 

                   大津市長  越 直 美 
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条例制定支援プロジェクトの今後の予定について（具体的取組みのイメージ） 

平成 26 年 2 月 

 

【実施概要及び目的】 

 法務研究財団の「自治体における条例策定及び条例レビューにかかる法的支援」研究チ

ームの事業の一環として，具体的な政策を題材に、特定の自治体に対し、同研究チームに

よる条例制定の支援を行う。自治体の政策形成のコアというべき条例制定に対する支援に

よる具体的成果を示すことによって、地方分権の一層の進展を図るとともに、地方行政に

おける弁護士の活用の有用性についての理解を高める。 

 

【対象とする政策課題とモデル自治体の選定の方法】 

1 既に弁護士が条例制定に関わっている政策分野の全国展開 

 自治体の条例制定に関しては、既に東京弁護士会による債権管理条例の制定支援（江戸

川区など）や再エネ事業を支援する法律実務の会による再生可能エネルギー導入条例の制

定支援などが行われており、大きな成果を挙げているところである。これらの分野に関し

て関心を持つ自治体のニーズは高く、弁護士チームによる支援の広がりが期待できる。 

 

（具体的取組み例） 

債権管理条例 

制定の意味：自治体の保有する債権には、強制徴収公債権、非強制徴収公債権、私債権の

３つがあるが、債権管理に関する地方自治法及び施行令等の規定は複雑で分かりにくいと

ともに、債権の取扱いの運用、解釈の変遷や貸付条例の規定の不備等により債権管理の現

場での適正な管理、回収に支障をきたしている実態が見受けられる。そこで、債権管理を

適正かつ能率的に行うとともに、債権回収を迅速かつ的確に行うために債権管理条例を制

定する。 

実績：東京弁護士会弁護士業務改革委員会有志による「自治体債権管理問題検討会」が、

自治体からの依頼に基づき、債権管理条例制定の支援を行った。 

今後の取組み：債権管理に関心を持つ自治体への呼びかけ又は自治体からの依頼により、

単位会及び既に支援を行った弁護士メンバーが連携して支援を行う。また、広域的な条例

制定（例えば、都道府県単位での一括条例の制定）の取組みについても働きかけ等を行っ
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ていくことが考えられる。 

 

再生可能エネルギー導入条例 

制定の意味：地域社会がエネルギーをどのように捉え、いかに持続可能な地域づくりに役

立てていくかは重要な政策課題である。特に、固定価格買取制度を活用した再生可能エネ

ルギー事業を推進するため、自治体の責務や住民との協働の仕組みを公共的観点から明確

に位置づけることは有意義である。 

実績：弁護士有志で組織された「再エネ事業を支援する法律実務の会」は、自治体からの

依頼に基づき、再生可能エネルギーの導入による持続可能な地域づくりに関する条例の制

定支援を行った。 

今後の取組み：再生可能エネルギーに関心のある自治体との意見交換を通じて、持続可能

な地域づくりを実現するための当該自治体の実情に合致した条例制定の支援を行っていく。 

 

2 弁護士の支援が効果的と考えられる分野を対象とした、自治体への働きかけ 

 弁護士には、一般的に，法的判断力はもとより、紛争処理能力に起因するリスクマネジ

メント能力及び訴訟遂行に起因する情報処理能力や政策分析能力を備えることが期待され

る。これらの能力を活用して、弁護士が，既存の条例の評価・検証を行い、条例の見直し・

改善を図る取り組み（効果の上がっていない条例の実効性向上や社会の変化に対応した見

直しなど）や住民の権利保障の観点からの条例制定（環境権、こどもの人権、交通権に関

する条例など）などへの支援を行うことが考えられる。また、地方議会事務局を法務の面

からサポートして地方議員提案の政策条例の制定支援を行うことも重要である。 

例えば、法律の想定していない事態への対処（東日本大震災など）、法令以外の法定受託

事務の事務処理基準や様々な通知等によって地域の課題解決へ支障が生じていることへの

対処、一体的な事務処理が必要であるにも関わらず自治体への権限移譲が一部しか行われ

ていないことによって支障が生じていることへの対処（地区計画と建築基準法等）などへ

の支援が考えられる。このような分野については、広く全国に呼びかけて弁護士の支援が

可能であることを案内することが考えられる。 

 

（全国への呼びかけ方法例） 

セミナー開催による周知 
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弁護士の支援が効果的と考えられる分野をいくつか選定し、自治体を対象としたセミナー

を開催する。セミナーでは、できるだけ、弁護士による具体的な支援のイメージを持って

もらえる内容とする。 

市長会など地方 6 団体との連携による働きかけ 

市長会などとの連携により、条例分野における弁護士の支援ニーズの掘り起こしを行うワ

ークショップの開催などを行う。 

 

3 近年、自治体において解決を迫られている政策課題を対象として、当該課題を抱える自

治体へ個別にアプローチして選定 

 昭和 40 年代、50 年代などと比較して、近年は自治体の独自条例の制定への取り組みが活

発とは必ずしも言えない状態にあるが、解決を迫られている課題は山積している。例えば、

空き家対策、ごみ屋敷問題、水源保全対策、放置自転車対策などについては、一部の自治

体において条例制定への積極的取り組みが行われているが、試行錯誤の状況も見られる。 

また、自治体は、総合行政主体として、縦割り行政の総合化(関係行政分野間の調整ルー

ルや手続の規定など)を図ることによって地域課題に取り組むことが出来る存在であるが、

縦割り的発想に留まっている事例も多い。まちづくり条例、福祉のまちづくり条例、さら

には横断的な行政課題についての基本条例（防災基本条例、指定管理者基本条例、公共事

業基本条例など）への取り組みを積極的に行っていくことが求められている。 

 以上のような政策課題については、当該課題について関心を有する自治体に働きかけを

することが考えられる。 

 

【今後のスケジュール】 

～3 月    当研究会に，条例制定支援推進の準備チーム立ち上げ 

3 月～4 月  同準備チームにおいて，支援の対象及び内容についての検討 

5 月～    自治体へのアプローチ（予定） 

6 月～8 月  説明会、セミナーの開催（予定） 
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自治体等連携センター（仮称）設置に向けたスケジュール（予定） 

 

2014 年 2 月 6 日 

 

2013 年 11 月 準備会を設置 

※既存の委員会（若手法曹センター）の部会を事実上

の準備会と位置付け、新組織の設置と事業内容につ

いておおよそ 2 週間に 1 度のペースで会議を開催。 

12 月～ 準備会における継続的な検討 

並行して日弁連の会内手続を履践 

2014 年 2 月～ 各弁護士会への事実上の情報提供 

日弁連理事会で審議 

3 月 日弁連理事会で承認、設置 
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各種アンケート調査の実施状況について（中間報告） 
 

① ５２弁護士会対象「地方自治体等との連携活動に関する情報提供」 

調査対象 全国５２弁護士会 

調査実施期間 ２０１３年１１月１４日～２０１３年１２月２０日 

回答数 ４１弁護士会（２０１４年１月３０日時点） 

回答率 ７８．８％ 

 

 

② 「地方行政分野における法的ニーズ把握のためのアンケート調査」 

調査対象 計８２９地方公共団体の総務部門・福祉部門・学校教育

部門（全国４６都道府県，７６０市，東京２３区） 

※兵庫県内自治体は先行して実施したため除く 

調査実施期間 ２０１３年１１月２７日～２０１４年１月２０日 

回答数 ５６０自治体（２０１４年２月３日時点） 

回答率 ６７．５％ 

今後の 

スケジュール

３月上旬を目処に単純集計を算出予定。 

その他地方公共団体の規模別クロス集計等を予定。 

 

 

③ 「地方公共団体における法曹有資格者の常勤職員に対するアンケート」 

調査対象 現に地方公共団体の常勤職員として勤務している法曹

有資格者及び過去に常勤職員として地方公共団体にお

いて勤務した経験を持つ法曹有資格者計８１名 

（日弁連で把握している者に限る。） 

調査実施期間 ２０１３年１１月２２日～２０１４年１月１７日 

回答数 ４７名（２０１４年２月３日時点） 

回答率 ５８．０％ 

今後の 

スケジュール

現在，未回答の方には回答を依頼中。 

ある程度集まり次第，早急に集計の上報告を行う予定。 
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談
及

び
高

齢
者

ｻ
ｰ
ﾋ
ﾞｽ
調

整
会

議
に
お
け
る
専

門
的

助
言

の
た
め

の
弁

護
士

推
薦

東
京
都
　
１
区

実
施
済
み

委
員
推
薦

お
と
し
よ
り
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー

１
区

実
施
済
み

子
ど
も
の
権
利
問
題

委
員
推
薦

青
少

年
の

問
題

協
議

委
員

の
推

薦
東

京
都

実
施

済
み

ア
ド
バ
イ
ザ
ー
，
委
員
推

薦
等

人
権

に
関

す
る
相

談
等

の
ア
ド
バ

イ
ザ

ー
東

京
都

実
施

済
み

監
査
人
推
薦

包
括
外
部
監
査
人

１
区

実
施
済
み

委
員
推
薦

建
築

紛
争

調
停

委
員

会
委

員
１
区

実
施
済
み

高
齢
者
・
障
害
者

問
題
委

員
会

人
事
委
員
会

高
齢
者
・
障
害
者
問
題

そ
の
他
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対
応

委
員

会
分
野
等

種
別
／
事
業
名
・
活
動

名
等

具
体

的
な
活

動
内

容
連

携
実

績
の

あ
る
主

な
地

方
自

治
体

等
の

名
称

又
は

そ
の

概
数

実
施

状
況

委
員
等
推
薦
　

精
神

医
療

審
査

会
委

員
の

推
薦

，
法

律
相

談
区

市
町

村
支

援
事

業
へ

の
専

門
相

談
員

の
推

薦
東

京
都

立
中

部
総

合
精

神
福

祉
セ
ン
タ
ー

実
施

済
み

委
員
推
薦

保
健
福
祉
サ
ー
ビ
ス
苦
情
調
整
委
員

１
区

実
施
済
み

委
員
派
遣

公
害
健
康
被
害
認
定
審
査
会
等
の
委
員

東
京
都
　
１
区

実
施
済
み

委
員
派
遣

感
染
症
の
診
査
に
関
す
る
協
議
会
委
員

東
京
都
　
２
区

実
施
済
み

委
員
派
遣

感
染
症
に
関
す
る
診
査
協
議
会
（
結
核
）
委
員

１
区

実
施
済
み

委
員
推
薦

財
産

価
格

審
議

会
委

員
の

推
薦

東
京

都
財

務
局

実
施

済
み

委
員
推
薦

民
有

林
購

入
検

討
委

員
会

委
員

の
推

薦
東

京
都

水
道

局
実

施
済

み

委
員
推
薦

教
職
員
研
修
セ
ン
タ
ー
研
修
・
研
究
評
価
委
員
会
委
員

東
京
都
教
職
員
研
修
セ
ン
タ
ー

実
施
済
み

委
員

推
薦

建
築

安
全

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
推

進
協

議
会

委
員

東
京

都
都

市
整

備
局

実
施

済
み

・
法
教
育
セ
ン
タ
ー

　
　
　
運

営
委

員
会

・
消
費
者
問
題

　
　
　
特

別
委

員
会

・
憲
法
問
題

　
　
　
対

策
委

員
会

・
裁
判
員

　
　
制

度
セ
ン
タ
ー

・
公
害
環
境
問
題

　
　
　
特

別
委

員
会

・
民
事
介
入
暴
力

　
　
　
対

策
委

員
会

・
労
働
法
制

　
　
　
特

別
委

員
会

・
両
性
の
平
等
に

　
　
関

す
る
委

員
会

・
子

ど
も
の

人
権

と
少

年
法

に
関

す
る

　
　
　
　
　
　
委

員
会

講
師

派
遣

/
小

中
高

校
生

に
対

し
て

法
教

育
関

係
の

授
業

等
に
専

門
の

弁
護
士
を
派
遣

小
中

学
生

や
高

校
生

に
対

し
て
，
消

費
者

問
題

，
憲

法
問

題
，
裁

判
員

制
度

，
公

害
環

境
問

題
，

民
事

介
入

暴
力

な
ど
に
つ
い
て
，
わ

か
り
や

す
く
弁

護
士

が
法

教
育

と
し
て
出

張
授

業
教
職
員
向
け
の
研
修

夏
休

み
ジ
ュ
ニ
ア
ロ
ー
ス
ク
ー
ル

冬
休

み
裁

判
傍

聴
会

の
実

施

東
京
都
　
３
区

実
施
済
み

裁
判
員
制
度

セ
ン
タ
ー

講
師
派
遣

・
裁
判
員
制
度
に
関
す
る
講
演

・
裁

判
員

体
験

企
画

・
千
葉
県
白
井
市
生
涯
学
習
コ
ー
ス
（
市
民
大

学
校

）
・
都

内
外

の
中

学
校

・
高

校
等

実
施

済
み

法
教
育
問
題

人
事
委
員
会

そ
の
他

資料６－２

29 / 75



対
応

委
員

会
分
野
等

種
別
／
事
業
名
・
活
動

名
等

具
体

的
な
活

動
内

容
連

携
実

績
の

あ
る
主

な
地

方
自

治
体

等
の

名
称

又
は

そ
の

概
数

実
施

状
況

委
員
推
薦
/
教
育
相
談
セ
ン
タ
ー
事
業

評
価
委
員
会

都
民
や
学
校
等
の
教
育
相
談
ニ
ー
ズ
に
即
応
す
る
た
め
に
開
催
さ
れ
る
、
事
業
評
価
委
員
会
へ

の
委

員
の

推
薦

東
京

都
実

施
済

み

委
員
推
薦
/
障
害
児
通
所

給
付

費
等

不
服
審
査
会

障
害

児
通

所
給

付
費

及
び
特

例
障

害
児

通
所

給
付

費
に
係

る
処

分
に
つ
い
て
の

審
査

請
求

に
対
応
す
る
た
め
の

知
事

の
附

属
機

関
へ

の
委

員
の

推
薦

東
京

都
実

施
済

み

委
員
推
薦
/
学
校
問
題
紛

争
解

決
サ
ポ
ー
ト
セ
ン
タ
ー

東
京
都
教
育
委
員
会
が
、
多
様
化
す
る
保
護
者
や
地
域
住
民
の
要
望
へ
の
対
応
な
ど
、
学
校
の

み
で
は

解
決

困
難

な
問

題
に
対

し
て
、
公

平
・
中

立
な
立

場
で
そ
の

解
決

に
資

す
る
た
め
、
東

京
都

教
育

相
談

セ
ン

タ
ー
内
に
設
置
し
て
い
る
機
関
へ
の
委
員
の
推
薦

東
京

都
実

施
済

み

委
員

推
薦

/
子

供
に
万

引
き
を

許
さ
な
い
連
絡
協
議
会

子
供
に
万
引
き
を
さ
せ
な
い
取
組
を
推
進
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
設
置
し
た
、
「
子
供
に
万
引
き

を
さ
せ

な
い
連

絡
協

議
会

」
へ

の
委

員
の

推
薦

東
京

都
実

施
済

み

相
談
員
等
派
遣
/
子
供
の

権
利

擁
護
専
門
員

「
子
供
の
権
利
擁
護
電
話
相
談
員
」
や
「
子
供
の
権
利
擁
護
専
門
員
」
と
な
る
相
談
員
の
派
遣

東
京
都

実
施
済
み

調
査
員
派
遣
/
子
供
の
権

利
擁

護
調
査
員

「
子
供
の
権
利
擁
護
電
話
相
談
員
」
や
「
子
供
の
権
利
擁
護
専
門
員
」
と
な
る
相
談
員
の
派
遣

東
京
都

実
施
済
み

相
談
員
派
遣
/
学
校
関
係

者
等

へ
の

面
談
弁
護
士
派
遣

定
期

的
に
学

校
を
訪

問
し
、
校

長
先

生
と
の

面
談

や
保

護
者

か
ら
の

相
談

を
受

け
る
相

談
員

の
派

遣
１
区

実
施
済
み

相
談
員
派
遣

学
校
の
法
的
問
題
解
決
支
援
事
業
に
お
け
る
相
談
員
派
遣

１
区

実
施
済
み

講
師
派
遣

教
育
委
員
会
「
人
権
学
習
講
座
」
へ
の
講
師
の
派
遣

１
区

実
施
済
み

相
談
員
派
遣

生
活
保
護
者
急
増
に
伴
う
困
難
ケ
ー
ス
の
対
応

１
区

実
施
済
み

相
談
員
派
遣

都
営

住
宅

等
か

ら
暴

力
団

員
排

除
に
係

る
相

談
東

京
都

住
宅

都
市

整
備

局
実

施
済

み

講
師
派
遣

不
当

要
求

防
止

責
任

者
講

習
会

各
警

察
署

管
内

・
公

益
社

団
法

人
暴

力
団

追
放
運
動
推
進
都
民
セ
ン
タ
ー

実
施

済
み

講
師
派
遣

企
業

の
要

望
に
応

じ
た
テ
ー
マ
で
の

研
修

会
加

盟
企

業
・
公

益
社

団
法

人
警

視
庁

管
内

特
殊

暴
力

防
止

対
策

連
合

会
実

施
済

み

公
害
環
境
問
題

特
別
委
員
会

公
害
環
境
問
題

委
員

派
遣

/
行

政
に
対

し
て
公

害
問

題
に

詳
し
い
弁
護
士
の
派
遣

公
害

に
係

る
民

事
上

の
紛

争
に
つ
い
て
、
公

正
・
中

立
な
立

場
で
、
あ
っ
せ

ん
、
調

停
、
仲

裁
を
行

う
委

員
の

派
遣

東
京

都
公

害
審

査
会

・
東

京
都

環
境

審
議

会
実

施
済

み

民
事
介
入
暴
力
問
題

民
事
介
入
暴
力

対
策
委
員
会

子
ど
も
の

人
権
と
少
年
法
に

関
す
る
委
員
会

子
ど
も
の

権
利

問
題
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対
応

委
員

会
分
野
等

種
別
／
事
業
名
・
活
動

名
等

具
体

的
な
活

動
内

容
連

携
実

績
の

あ
る
主

な
地

方
自

治
体

等
の

名
称

又
は

そ
の

概
数

実
施

状
況

公
益
通

報
委
員

会
そ
の
他

弁
護

士
の

紹
介

/
公

益
通

報
に
対

し
て

行
政

に
担

当
者

を
紹

介
公

益
通

報
窓

口
担

当
１
区

　
東

京
都

教
育

庁
、
環

境
省

、
原

子
力

規
制

庁
実

施
済

み

弁
護
士
派
遣

多
摩
地
区
自
治
体
・
社
会
福
祉
協
議
会
が
主
催
す
る
法
律
相
談
の
相
談
員
派
遣

１
７
自

治
体

（
昭

島
市

、
稲

城
市

、
青

梅
市

、
奥

多
摩

町
、
国

立
市

、
国

分
寺

市
、
小

平
市

、
立

川
市

、
多

摩
市

、
調

布
市

、
西

東
京

市
、
八

王
子

市
、
東

大
和

市
、
東

村
山

市
、
日

野
市

、
府

中
市

、
福

生
市

）
７
社

会
福

祉
協

議
会

（
稲

城
市

､立
川

市
､西

東
京

市
､八

王
子

市
､東

久
留

米
市

､東
村

山
市

､
三

鷹
市

)

実
施

済
み

講
師
派
遣
/
多
摩
地
区
自

治
体

職
員

対
象
の
研
修

多
摩
地
区
自
治
体
が
主
催
す
る
自
治
体
職
員
・
市
民
向
け
講
演
会
へ
の
講
師
派
遣

９
自

治
体

（
稲

城
市

、
青

梅
市

、
立

川
市

、
八

王
子

市
、
日

野
市

、
福

生
市

、
武

蔵
野

市
、

武
蔵

村
山

市
、
三

鷹
市

）
実

施
済

み

多
摩
支
部
高
齢

者
・
障
害
者
の
権

利
に
関
す
る
委
員

会
、
多

摩
支

部
正

副
支
部
長
会
議

高
齢
者
・
障
害
者
問
題

講
師
派
遣
/
多
摩
地
区

自
治

体
職

員
向
け
高
齢
者
・
障
害
者
問
題
講
師
派
遣

多
摩
地
区
自
治
体
・
社
会
福
祉
協
議
会
等
が
主
催
す
る
高
齢
者
・
障
害
者
問
題
を
啓
発

す
る
た
め
の
講
演
会
へ
の
講
師
派
遣

青
梅

市
実

施
済

み

高
齢
者
・
障
害
者
問
題

委
員
推
薦
/
多
摩
地
区

自
治

体
の

高
齢
者
関
係
委
員
推
薦

多
摩

地
区

自
治

体
成

年
後

見
制

度
推

進
機

関
運

営
委

員
会

、
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
運
営
協
議
会
、
社
会
福
祉
協
議
会
権
利
擁
護
セ
ン
タ
ー
等
委
員

の
推

薦

国
分

寺
市

、
八

王
子

市
、
東

久
留

米
市

、
日

野
市

実
施

済
み

子
ど
も
権
利
問
題

委
員
推
薦
/
自
治
体
向
け

多
摩

地
区

自
治

体
子

ど
も
家

庭
支

援
セ
ン
タ
ー
等

協
議

会
委
員

の
推

薦
立

川
市

、
日

野
市

実
施

済
み

個
人
情
報
保
護

委
員
推
薦
/
多
摩
地
区
個

人
情

報
関
係
委
員
推
薦

多
摩

地
区

自
治

体
個

人
情

報
保

護
審

査
会

等
委

員
の

推
薦

国
分

寺
市

、
立

川
市

実
施

済
み

子
ど
も
の

権
利

問
題

講
師

派
遣

／
多

摩
地

区
の

子
ど
も
関

係
の
講
演
会
講
師

多
摩
地
区
の
学
校
等
が
主
催
す
る
い
じ
め
等
に
関
す
る
出
張
授
業
や
講
演
会
へ
の
講
師
派
遣

八
王

子
市

、
日

野
市

、
西

東
京

市
、

武
蔵

村
山

市
実

施
済

み

審
議
会
・
委

員
会
等
の
委

員
推
薦

委
員
推
薦
/
多
摩
地
区
自

治
体

の
高
齢
者
関
係
委
員
推
薦

多
摩

地
区

自
治

体
の

各
種

審
議

会
・
各

種
委

員
会

等
委

員
の

推
薦

立
川

市
、
八

王
子

市
、
日

野
市

、
府

中
市

実
施

済
み

三
会
災
害
復
旧
復

興
本
部

（
多
摩
支
部
震
災

対
応

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

チ
ー
ム
）

災
害
対
策

・
避
難
者
支
援

弁
護
士
派
遣
/
多
摩
地

区
自

治
体

避
難
者
向
け
相
談

多
摩
地
区
自
治
体
に
避
難
し
て
い
る
被
災
者
を
対
象
と
し
た
相
談
事
業
へ
の
相
談
員
派
遣

八
王
子
市
、
町
田
市

実
施
済
み

法
律
相
談

多
摩
支
部
法
律
相

談
委

員
会

、
三

会
多
摩
地
区
法
律
相

談
セ
ン
タ
ー
運
営

委
員
会

多
摩
支
部
正
副
支

部
長
会

議
、

人
事
委

員
会
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対
応

委
員

会
分

野
等

種
別

／
事

業
名

・
活

動
名

等
具

体
的

な
活

動
内

容
連

携
実

績
の

あ
る

主
な

地
方

自
治

体
等

の
名

称
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 又
は

そ
の

概
数

実
施

状
況

取
調

べ
の

可
視

化
実

現
本

部
そ

の
他

講
師

派
遣

／
取

調
べ

の
可

視
化

出
前

講
座

地
方

自
治

体
を

含
む

団
体

か
ら

の
申

し
込

み
を

受
け

て
、

刑
事

弁
護

に
お

け
る

取
調

べ
の

現
在

の
問

題
点

と
可

視
化

実
現

に
向

け
た

取
り

組
み

を
テ

ー
マ

と
し

た
弁

護
士

に
よ

る
講

座
及

び
参

加
者

と
の

意
見

交
換

を
行

う
。

４
自

治
体

実
施

済
み

中
小

企
業

支
援

法
律

相
談

・
弁

護
士

紹
介

中
小

企
業

向
け

の
法

務
・
経

営
に

関
す

る
法

律
相

談
や

弁
護

士
紹

介
の

実
施

兵
庫

県
信

用
保

証
協

会
等

実
施

済
み

中
小

企
業

支
援

兵
庫

県
地

域
支

援
金

融
会

議
へ

の
参

加
中

小
企

業
、

小
規

模
事

業
者

に
対

す
る

支
援

体
制

の
構

築
及

び
支

援
施

策
の

活
用

方
策

の
検

討
、

情
報

の
集

約
・
共

有
兵

庫
県

信
用

保
証

協
会

実
施

済
み

中
小

企
業

支
援

兵
庫

県
中

小
企

業
再

生
支

援
会

議
へ

の
委

員
推

薦
中

小
企

業
等

に
対

す
る

事
業

再
生

・
経

営
改

善
支

援
施

策
に

つ
い

て
検

討
兵

庫
県

中
小

企
業

再
生

支
援

協
議

会
実

施
済

み

高
齢

者
・
障

害
者

問
題

講
師

派
遣

高
齢

者
，

障
害

者
の

権
利

保
護

や
成

年
後

見
制

度
や

介
護

事
故

，
虐

待
な

ど
を

研
修

テ
ー

マ
と

し
て

扱
い

，
自

治
体

職
員

へ
の

啓
発

活
動

を
行

う
。

兵
庫

県
社

会
福

祉
士

会
、

神
戸

市
社

会
福

祉
士

会
、

尼
崎

市
社

会
福

祉
士

会
、

加
西

市
、

他
実

施
済

み

高
齢

者
・
障

害
者

問
題

委
託

法
律

相
談

県
下

の
社

会
福

祉
協

議
会

よ
り

委
託

を
受

け
て

高
齢

者
障

害
者

専
門

相
談

を
実

施
。

神
戸

市
社

協
、

播
磨

町
社

協
、

香
美

町
社

協
、

新
温

泉
町

社
協

、
三

田
市

社
協

、
丹

波
市

社
協

実
施

済
み

高
齢

者
・
障

害
者

問
題

高
齢

者
虐

待
ﾜ
ｰ

ｷ
ﾝ
ｸ
ﾞﾁ

ｰ
ﾑ

検
討

会
議

高
齢

者
に

対
す

る
虐

待
問

題
解

決
を

図
る

た
め

に
設

置
さ

れ
た

も
の

で
、

弁
護

士
・
社

会
福

祉
士

・
保

健
師

で
構

成
。

主
な

活
動

は
、

検
討

会
議

へ
の

参
加

・
高

齢
者

虐
待

対
応

に
関

わ
る

支
援

者
へ

の
対

応
。

神
戸

市
、

加
東

市
、

他
実

施
済

み

高
齢

者
・
障

害
者

問
題

精
神

障
害

者
に

対
す

る
法

的
支

援
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
Ｐ

Ｓ
Ｗ

協
会

と
協

働
し

て
、

精
神

科
病

院
や

家
族

会
へ

の
出

張
法

律
相

談
な

ど
を

実
施

。
各

精
神

科
病

院
、

家
族

会
実

施
済

み

高
齢

者
・
障

害
者

問
題

県
・
市

町
社

協
と

の
権

利
擁

護
相

談
契

約
一

般
の

方
と

の
法

律
相

談
で

は
な

く
、

職
員

の
方

か
ら

の
相

談
を

弁
護

士
が

受
け

る
も

の
。

任
期

を
決

め
、

各
市

町
社

協
の

職
員

の
方

が
担

当
の

弁
護

士
に

相
談

を
す

る
。

各
市

町
社

協
実

施
済

み

消
費

者
問

題
消

費
者

苦
情

事
例

研
究

会
当

会
消

費
者

保
護

委
員

会
委

員
・
消

費
者

被
害

救
済

セ
ン

タ
ー

登
録

会
員

と
、

県
下

消
費

生
活

セ
ン

タ
ー

職
員

と
の

事
例

検
討

会
4
4
団

体
。

別
紙

添
付

(但
し

参
加

は
任

意
）

実
施

済
み

消
費

者
問

題
ざ

っ
く
ば

ら
ん

情
報

交
換

会
当

会
消

費
者

保
護

委
員

会
委

員
と

、
兵

庫
県

生
活

科
学

総
合

セ
ン

タ
ー

、
及

び
県

下
消

費
生

活
セ

ン
タ

ー
職

員
が

、
資

料
等

を
作

成
せ

ず
、

ざ
っ

く
ば

ら
ん

に
情

報
交

換
を

行
う

。

兵
庫

県
生

活
科

学
総

合
セ

ン
タ

ー
及

び
、

県
下

７
の

消
費

生
活

ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

（
尼

崎
市

、
西

宮
市

、
芦

屋
市

、
伊

丹
市

、
三

田
市

、
川

西
市

、
猪

名
川

町
）

実
施

済
み

消
費

者
問

題
西

宮
市

多
重

債
務

者
対

策
連

絡
協

議
会

委
員

推
薦

西
宮

市
多

重
債

務
者

対
策

連
絡

協
議

会
委

員
西

宮
市

実
施

済
み

【
兵

庫
県

弁
護

士
会

】
地

方
自

治
体

等
と

の
連

携
活

動

消
費

者
保

護
委

員
会

弁
護

士
業

務
委

員
会

高
齢

者
・
障

害
者

総
合

支
援

セ
ン

タ
ー

運
営

委
員

会
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対
応

委
員

会
分

野
等

種
別

／
事

業
名

・
活

動
名

等
具

体
的

な
活

動
内

容
連

携
実

績
の

あ
る

主
な

地
方

自
治

体
等

の
名

称
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 又
は

そ
の

概
数

実
施

状
況

消
費

者
問

題
消

費
生

活
ｾ

ﾝ
ﾀ
ｰ

へ
の

顧
問

弁
護

士
の

派
遣

そ
れ

ぞ
れ

の
団

体
と

の
契

約
内

容
に

よ
る

（
主

に
消

費
生

活
相

談
員

及
び

消
費

者
へ

の
法

的
助

言
等

）
西

宮
市

、
宝

塚
市

、
三

田
市

、
神

戸
市

、
伊

丹
市

、
川

西
市

、
芦

屋
市

実
施

済
み

消
費

者
問

題
淡

路
く
ら

し
の

安
全

・
安

心
ﾈ

ｯ
ﾄﾜ

ｰ
ｸ
会

議
構

成
員

推
薦

依
頼

淡
路

く
ら

し
の

安
全

・
安

心
ﾈ

ｯ
ﾄﾜ

ｰ
ｸ
会

議
構

成
員

洲
本

市
、

南
あ

わ
じ

市
、

淡
路

市
実

施
済

み

消
費

者
問

題
消

費
生

活
相

談
支

援
専

門
家

弁
護

士
会

は
、

県
ｾ

ﾝ
ﾀ
ｰ

か
ら

の
依

頼
に

対
し

、
消

費
生

活
支

援
専

門
家

名
簿

を
整

備
す

る
。

県
ｾ

ﾝ
ﾀ
ｰ

や
市

町
の

消
費

生
活

相
談

窓
口

が
受

け
付

け
た

専
門

的
知

識
を

要
す

る
解

決
困

難
な

消
費

生
活

相
談

に
つ

い
て

、
専

門
家

の
助

言
を

必
要

と
す

る
県

ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

及
び

市
町

は
、

県
ｾ

ﾝ
ﾀ
ｰ

へ
申

込
み

を
お

こ
な

い
、

そ
の

後
、

名
簿

に
基

づ
き

支
援

専
門

家
へ

連
絡

を
取

り
助

言
を

受
け

る
。

兵
庫

県
下

の
消

費
生

活
セ

ン
タ

ー
よ

り
申

込
み

の
都

度
対

応
。

(各
セ

ン
タ

ー
の

申
込

み
履

歴
・
回

数
等

概
数

は
数

え
て

い
な

い
)

実
施

済
み

消
費

者
問

題
ひ

ょ
う

ご
安

心
サ

ポ
ー

ト
シ

ス
テ

ム

弁
護

士
・
消

費
者

行
政

職
員

・
本

人
の

３
者

面
談

で
対

応
す

べ
き

事
案

で
あ

る
と

県
ｾ

ﾝ
ﾀ
ｰ

が
判

断
し

た
場

合
、

当
会

消
費

者
被

害
救

済
ｾ

ﾝ
ﾀ
ｰ

幹
事

長
に

弁
護

士
派

遣
を

依
頼

。
幹

事
長

は
、

上
記

消
費

生
活

支
援

専
門

家
名

簿
に

基
づ

き
担

当
者

を
推

薦
す

る
。

兵
庫

県
下

の
消

費
生

活
セ

ン
タ

ー
よ

り
申

込
み

の
都

度
対

応
。

(各
セ

ン
タ

ー
の

申
込

み
履

歴
・
回

数
等

概
数

は
数

え
て

い
な

い
)

実
施

済
み

消
費

者
・
高

齢
者

問
題

消
費

生
活

高
齢

者
被

害
防

止
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク

警
察

、
社

協
、

市
町

福
祉

担
当

課
、

金
融

機
関

、
県

・
市

町
消

費
生

活
セ

ン
タ

ー
、

相
談

機
関

等
で

構
成

す
る

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

を
立

ち
上

げ
、

悪
徳

商
法

や
特

殊
詐

欺
の

新
し

い
手

口
等

の
情

報
交

換
の

為
の

会
議

を
開

催
し

、
特

に
被

害
の

多
い

高
齢

者
の

消
費

者
被

害
を

予
防

す
る

。

兵
庫

県
生

活
科

学
総

合
セ

ン
タ

ー
及

び
神

戸
、

阪
神

地
域

の
消

費
者

セ
ン

タ
ー

、
社

協
、

自
治

体
、

警
察

等
（
詳

細
は

当
会

で
は

把
握

し
て

い
な

い
）

実
施

済
み

消
費

者
問

題
消

費
生

活
相

談
レ

ベ
ル

ア
ッ

プ
研

修
へ

の
講

師
派

遣
県

・
市

町
の

消
費

者
行

政
に

従
事

す
る

行
政

職
員

・
消

費
生

活
相

談
員

対
象

の
研

修
に

お
い

て
、

各
研

修
テ

ー
マ

の
講

師
を

派
遣

。
兵

庫
県

生
活

科
学

総
合

セ
ン

タ
ー

実
施

済
み

消
費

者
問

題
消

費
者

問
題

通
信

講
座

の
テ

キ
ス

ト
原

稿
執

筆
依

頼
県

生
活

科
学

総
合

セ
ン

タ
ー

で
一

般
市

民
を

対
象

に
行

っ
て

い
る

通
信

講
座

の
テ

キ
ス

ト
の

原
稿

執
筆

及
び

、
○

×
問

題
の

解
説

作
成

。
(テ

ー
マ

：
悪

徳
商

法
の

被
害

に
遭

わ
な

い
た

め
の

法
律

知
識

)
兵

庫
県

生
活

科
学

総
合

セ
ン

タ
ー

実
施

済
み

消
費

者
・
高

齢
者

問
題

消
費

生
活

高
齢

者
被

害
防

止
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク

警
察

、
社

協
、

市
町

福
祉

担
当

課
、

金
融

機
関

、
県

・
市

町
消

費
生

活
セ

ン
タ

ー
、

相
談

機
関

等
で

構
成

す
る

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

を
立

ち
上

げ
、

悪
徳

商
法

や
特

殊
詐

欺
の

新
し

い
手

口
等

の
情

報
交

換
の

為
の

会
議

を
開

催
し

、
特

に
被

害
の

多
い

高
齢

者
の

消
費

者
被

害
を

予
防

す
る

。

兵
庫

県
生

活
科

学
総

合
セ

ン
タ

ー
及

び
神

戸
、

阪
神

地
域

の
消

費
者

セ
ン

タ
ー

、
社

協
、

自
治

体
、

警
察

等
（
詳

細
は

当
会

で
は

把
握

し
て

い
な

い
）

実
施

済
み

消
費

者
問

題
消

費
生

活
相

談
レ

ベ
ル

ア
ッ

プ
研

修
へ

の
講

師
派

遣
県

・
市

町
の

消
費

者
行

政
に

従
事

す
る

行
政

職
員

・
消

費
生

活
相

談
員

対
象

の
研

修
に

お
い

て
、

各
研

修
テ

ー
マ

の
講

師
を

派
遣

。
兵

庫
県

生
活

科
学

総
合

セ
ン

タ
ー

実
施

済
み

消
費

者
問

題
消

費
者

問
題

通
信

講
座

の
テ

キ
ス

ト
原

稿
執

筆
依

頼
県

生
活

科
学

総
合

セ
ン

タ
ー

で
一

般
市

民
を

対
象

に
行

っ
て

い
る

通
信

講
座

の
テ

キ
ス

ト
の

原
稿

執
筆

及
び

、
○

×
問

題
の

解
説

作
成

。
(テ

ー
マ

：
悪

徳
商

法
の

被
害

に
遭

わ
な

い
た

め
の

法
律

知
識

)
兵

庫
県

生
活

科
学

総
合

セ
ン

タ
ー

実
施

済
み

弁
護

士
推

薦
委

員
会

全
分

野
共

通
弁

護
士

推
薦

／
地

方
自

治
体

お
よ

び
こ

れ
ら

の
機

関
の

委
嘱

に
基

づ
い

て
、

当
会

の
弁

護
士

を
推

薦
す

る

地
方

自
治

体
な

ど
に

設
置

さ
れ

る
各

種
委

員
会

の
委

員
に

つ
い

て
弁

護
士

推
薦

の
委

嘱
が

あ
っ

た
場

合
、

適
任

の
弁

護
士

を
推

薦
す

る
。

兵
庫

県
内

の
各

自
治

体
実

施
済

み

各
自

治
体

に
お

い
て

実
施

の
無

料
法

律
相

談
へ

の
弁

護
士

派
遣

各
自

治
体

に
お

い
て

実
施

の
無

料
法

律
相

談
へ

の
弁

護
士

派
遣

各
自

治
体

等
が

開
催

す
る

無
料

相
談

事
業

へ
の

相
談

担
当

弁
護

士
の

派
遣

。
３

３
団

体
実

施
済

み

各
自

治
体

に
お

い
て

実
施

の
無

料
法

律
相

談
へ

の
弁

護
士

派
遣

法
律

相
談

業
務

に
関

す
る

委
託

団
体

と
の

協
議

会
無

料
法

律
相

談
事

業
に

つ
い

て
、

当
会

と
の

弁
護

士
派

遣
の

委
託

契
約

を
締

結
し

て
い

る
団

体
の

担
当

者
が

集
ま

り
、

情
報

交
換

や
問

題
点

の
指

摘
、

今
後

の
あ

り
方

等
に

関
す

る
検

討
を

お
こ

な
う

。
３

３
団

体
実

施
済

み

総
合

法
律

セ
ン

タ
ー

運
営

委
員

会

消
費

者
保

護
委

員
会
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対
応

委
員

会
分

野
等

種
別

／
事

業
名

・
活

動
名

等
具

体
的

な
活

動
内

容
連

携
実

績
の

あ
る

主
な

地
方

自
治

体
等

の
名

称
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 又
は

そ
の

概
数

実
施

状
況

住
ま

い
の

相
談

神
戸

市
す

ま
い

の
安

心
支

援
セ

ン
タ

ー
協

議
会

へ
の

弁
護

士
派

遣
協

議
会

に
て

神
戸

市
す

ま
い

の
安

心
支

援
セ

ン
タ

ー
の

実
績

報
告

を
受

け
、

関
係

団
体

と
協

議
。

神
戸

市
実

施
済

み

外
国

人
相

談
外

国
人

県
民

相
談

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

会
議

へ
の

弁
護

士
派

遣
会

議
で

実
績

報
告

、
関

係
団

体
の

現
状

を
聴

取
し

、
意

見
交

換
。

兵
庫

県
国

際
交

流
協

会
実

施
済

み

弁
護

士
紹

介
神

戸
市

老
朽

家
屋

対
策

事
業

の
相

談
担

当
弁

護
士

紹
介

当
相

談
事

業
で

対
応

す
る

必
要

の
あ

る
市

民
か

ら
の

相
談

申
込

を
神

戸
市

が
受

け
た

際
、

弁
護

士
会

に
弁

護
士

紹
介

を
申

込
み

、
弁

護
士

会
は

予
め

整
備

し
た

担
当

弁
護

士
名

簿
か

ら
弁

護
士

を
紹

介
し

て
神

戸
市

へ
回

答
す

る
。

そ
の

後
、

担
当

弁
護

士
は

事
務

所
に

お
い

て
相

談
者

と
面

談
相

談
を

お
こ

な
う

。

神
戸

市
実

施
済

み

法
律

相
談

へ
の

弁
護

士
派

遣
法

律
相

談
へ

の
弁

護
士

派
遣

／
川

西
市

：
女

性
の

た
め

の
法

律
相

談
(Ｄ

Ｖ
等

)、
豊

岡
市

：
多

重
債

務
相

談
法

律
相

談
会

へ
の

弁
護

士
派

遣
川

西
市

、
豊

岡
市

実
施

済
み

多
重

債
務

者
救

済
兵

庫
県

・
多

重
債

務
者

相
談

強
化

キ
ャ

ン
ペ

ー
ン

へ
の

弁
護

士
派

遣
兵

庫
県

消
費

生
活

課
か

ら
の

依
頼

を
受

け
、

法
律

相
談

会
を

開
催

す
る

会
場

へ
の

弁
護

士
派

遣
を

お
こ

な
う

。

兵
庫

県
(た

つ
の

市
、

芦
屋

市
、

三
田

市
、

近
畿

財
務

局
、

尼
崎

消
費

生
活

セ
ン

タ
ー

、
西

脇
市

消
費

生
活

セ
ン

タ
ー

、
多

可
町

消
費

生
活

セ
ン

タ
ー

、
中

播
磨

消
費

生
活

創
造

セ
ン

タ
ー

、
丹

波
消

費
生

活
セ

ン
タ

ー
、

加
古

川
市

）

実
施

済
み

法
律

相
談

へ
の

弁
護

士
派

遣
丹

波
市

１
日

合
同

相
談

会
（
無

料
相

談
会

）
へ

の
弁

護
士

派
遣

丹
波

市
、

弁
護

士
会

、
司

法
書

士
会

、
社

労
士

会
、

土
地

家
屋

調
査

士
会

、
行

政
書

士
会

、
税

理
士

会
、

法
務

局
、

法
テ

ラ
ス

等
と

共
催

で
、

１
日

相
談

会
を

開
催

。
弁

護
士

会
は

法
律

相
談

を
担

当
。

丹
波

市
実

施
済

み

個
人

情
報

保
護

講
師

派
遣

／
西

宮
市

内
医

療
機

関
関

係
者

対
象

の
個

人
情

報
に

関
す

る
研

修
西

宮
市

内
医

療
機

関
関

係
者

対
象

の
個

人
情

報
に

関
す

る
研

修
西

宮
市

保
健

所
実

施
済

み

法
教

育
委

員
会

法
教

育
講

師
派

遣

中
学

生
、

高
校

生
に

対
し

現
在

の
司

法
の

状
況

に
つ

い
て

の
理

解
を

深
め

て
も

ら
う

た
め

、
教

育
関

係
者

の
み

な
ら

ず
法

曹
関

係
者

が
積

極
的

役
割

を
果

た
す

こ
と

が
求

め
ら

れ
て

い
る

と
考

え
、

裁
判

の
し

く
み

、
弁

護
士

の
役

割
及

び
法

制
度

全
般

に
わ

た
っ

た
講

演
を

企
画

し
、

申
込

み
の

あ
っ

た
学

校
へ

会
員

弁
護

士
を

派
遣

す
る

兵
庫

県
内

の
中

学
校

、
高

等
学

校
実

施
済

み

女
性

の
権

利
法

律
相

談
自

治
体

と
の

共
催

で
「
女

性
の

権
利

１
１

０
番

」
を

実
施

神
戸

市
男

女
共

同
参

画
セ

ン
タ

ー
(あ

す
て

っ
ぷ

K
O

B
E
)

姫
路

市
男

女
共

同
参

画
推

進
セ

ン
タ

ー
(あ

い
め

っ
せ

姫
路

)
実

施
済

み

女
性

の
権

利
法

律
相

談
女

性
の

た
め

の
法

律
相

談
を

毎
月

１
回

実
施

明
石

市
実

施
済

み

自
死

問
題

休
日

夜
間

電
話

法
律

相
談

県
の

委
託

を
受

け
、

自
殺

対
策

事
業

の
一

環
と

し
て

、
弁

護
士

、
精

神
保

健
福

祉
士

に
よ

る
休

日
夜

間
電

話
相

談
を

行
う

。
兵

庫
県

実
施

済
み

自
死

問
題

生
活

再
建

相
談

（
河

川
敷

巡
回

相
談

）
弁

護
士

が
河

川
敷

に
赴

き
、

ホ
ー

ム
レ

ス
生

活
者

を
対

象
と

し
た

法
律

相
談

を
行

う
。

兵
庫

労
働

局
実

施
済

み

労
働

問
題

個
別

労
働

紛
争

弁
護

士
サ

ポ
ー

ト
制

度
労

働
局

の
あ

っ
せ

ん
で

紛
争

解
決

に
至

ら
な

か
っ

た
事

案
に

つ
い

て
、

希
望

者
に

は
弁

護
士

を
紹

介
す

る
。

兵
庫

労
働

局
実

施
済

み

両
性

の
平

等
に

関
す

る
委

員
会

労
働

と
生

活
に

関
す

る
委

員
会

総
合

法
律

セ
ン

タ
ー

運
営

委
員

会
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別
紙

団
体
名

団
体

名
1
兵
庫
県
立
健
康
生
活
科
学
研
究
所
生
活
科
学
総
合
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

2
3
加
古
川
市
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

2
兵
庫
県
健
康
福
祉
部
生
活
消
費
局
消
費
生
活
課

2
4
篠
山
市
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

3
兵
庫
県
中
播
磨
消
費
生
活
創
造
セ
ン
タ
ー

2
5
淡
路
市
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

4
兵
庫
県
但
馬
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

2
6
相
生
市
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

5
兵
庫
県
東
播
磨
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

2
7
豊
岡
市
く
ら
し
の
相
談
室

6
兵
庫
県
丹
波
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

2
8
た
つ
の
市
市
民
生
活
部
な
ん
で
も
相
談
課

7
兵
庫
県
淡
路
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

2
9
赤
穂
市
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

8
西
播
磨
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

3
0
西
脇
市
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

9
神
戸
市
生
活
情
報
セ
ン
タ
ー

3
1
三
木
市
消
費
生
活
苦
情
相
談

1
0
姫
路
市
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

3
2
高
砂
市
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

1
1
尼
崎
市
立
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

3
3
多
可
町
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

1
2
あ
か
し
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

3
4
小
野
市
消
費
生
活
相
談
コ
ー
ナ
ー

1
3
西
宮
市
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

3
5
播
磨
町
消
費
生
活
相
談
コ
ー
ナ
ー

1
4
洲
本
市
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

3
6
太
子
町
生
活
福
祉
部
生
活
環
境
課

1
5
芦
屋
市
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

3
7
丹
波
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

1
6
伊
丹
市
立
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

3
8
加
西
市
消
費
生
活
相
談
窓
口

1
7
宝
塚
市
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

3
9
養
父
市
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

1
8
川
西
市
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

4
0
南

あ
わ
じ
市
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

1
9
猪
名
川
町
消
費
生
活
相
談
コ
ー
ナ
ー

4
1
朝
来
市
消
費
生
活
相
談
窓
口

2
0
三
田
市
消
費
生
活
相
談
セ
ン
タ
ー

4
2
宍
粟
市
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

2
1
福
崎
町
立
生
活
科
学
セ
ン
タ
ー

4
3
稲
美
町
消
費
生
活
相
談
窓
口

2
2
加
東
市
消
費
生
活
相
談
窓
口

4
4
佐
用
町
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー
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対
応

委
員

会
分

野
等

種
別

／
事

業
名

・
活

動
名

等
具

体
的

な
活

動
内

容
連

携
実

績
の

あ
る

主
な

地
方

自
治

体
等

の
名

称
又

は
そ

の
概

数
実

施
状

況

全
分

野
共

通
法

律
相

談
法

律
相

談
へ

の
担

当
者

派
遣

自
治

体
等

が
実

施
す

る
各

種
法

律
相

談
４

自
治

体
（
島

根
県

、
松

江
市

、
出

雲
市

、
雲

南
市

）
実

施
済

み

法
律

相
談

セ
ン

タ
ー

法
律

相
談

島
根

県
相

談
業

務
相

互
支

援
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
県

民
か

ら
寄

せ
ら

れ
る

各
種

相
談

に
迅

速
か

つ
適

切
に

対
応

す
る

た
め

、
相

談
窓

口
を

有
す

る
機

関
・
団

体
で

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

を
構

築
す

る
。

島
根

県
警

実
施

済
み

弁
護

士
推

薦
委

員
会

委
員

推
薦

各
自

治
体

へ
の

行
政

委
員

の
推

薦
県

及
び

県
下

自
治

体
行

政
委

員
会

へ
の

委
員

推
薦

県
及

び
県

下
5
市

、
2
町

（
任

期
中

の
も

の
）

実
施

済
み

教
員

免
許

状
更

新
講

習
へ

の
講

師
派

遣
法

教
育

の
意

義
と

そ
の

必
要

性
に

つ
い

て
講

義
、

教
材

で
の

ロ
ー

ル
プ

レ
イ

。
そ

の
他

、
裁

判
員

制
度

に
つ

い
て

講
義

、
模

擬
裁

判
。

島
根

大
学

教
育

学
部

付
属

教
師

教
育

研
究

セ
ン

タ
ー

実
施

済
み

教
員

を
対

象
に

し
た

法
教

育
講

座
へ

の
講

師
派

遣

小
・
中

・
高

及
び

特
別

支
援

学
校

の
教

員
を

対
象

。
法

教
育

の
意

義
と

そ
の

必
要

性
に

つ
い

て
講

義
し

、
ル

ー
ル

作
り

の
演

習
、

裁
判

官
と

検
察

官
と

共
に

模
擬

裁
判

を
実

施
。

島
根

県
教

育
委

員
会

実
施

済
み

夢
実

現
進

学
チ

ャ
レ

ン
ジ

セ
ミ

ナ
ー

へ
の

  
 講

師
派

遣

県
内

高
校

２
年

生
で

難
関

大
学

・
学

部
へ

の
進

学
を

希
望

し
て

い
る

生
徒

を
対

象
に

，
ル

ー
ル

づ
く
り

の
演

習
等

を
実

施
。

島
根

県
教

育
委

員
会

実
施

済
み

県
内

小
中

学
校

へ
の

出
前

授
業

各
学

校
か

ら
申

込
み

の
あ

る
都

度
、

法
教

育
委

員
会

委
員

が
、

学
校

へ
出

向
き

、
授

業
を

実
施

。
H

2
4
：
小

学
校

2
、

中
学

校
1
、

高
校

7
、

H
2
5
：
高

校
4
（
4
～

1
1
月

中
）

実
施

済
み

民
事

介
入

暴
力

対
策

委
員

会
民

事
介

入
暴

力
民

事
介

入
暴

力
対

策
研

究
会

暴
力

団
事

案
に

つ
い

て
、

県
警

、
県

暴
追

セ
ン

タ
ー

と
連

携
し

て
問

題
解

決
に

あ
た

る
。

島
根

県
警

、
㈶

島
根

県
暴

力
追

放
県

民
セ

ン
実

施
済

み

犯
罪

被
害

者
対

策
委

員
会

犯
罪

被
害

者
支

援
島

根
県

犯
罪

被
害

者
支

援
連

絡
協

議
会

関
係

機
関

・
団

体
と

の
緊

密
な

連
携

に
よ

っ
て

，
被

害
者

等
の

ニ
ー

ズ
に

対
応

し
た

各
種

支
援

活
動

を
効

果
的

に
推

進
す

る
た

め
，

被
害

者
等

の
支

援
に

関
す

る
情

報
交

換
，

調
査

及
び

研
究

，
広

報
及

び
啓

発
な

ど
を

行
う

。

島
根

県
，

島
根

県
警

実
施

済
み

子
ど

も
の

権
利

委
員

会
子

ど
も

の
権

利
島

根
県

児
童

虐
待

防
止

対
策

推
進

連
絡

会
児

童
虐

待
の

発
生

予
防

、
早

期
発

見
・
対

応
か

ら
虐

待
を

受
け

た
子

ど
も

の
自

立
に

至
る

ま
で

切
れ

目
の

な
い

支
援

を
行

う
た

め
の

、
共

通
理

解
、

連
携

強
化

を
図

る
。

島
根

県
実

施
済

み

【
島

根
県

弁
護

士
会

】
地

方
自

治
体

等
と

の
連

携
活

動

法
教

育
委

員
会

法
教

育
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対
応

委
員

会
分

野
等

種
別

／
事

業
名

・
活

動
名

等
具

体
的

な
活

動
内

容
連

携
実

績
の

あ
る

主
な

地
方

自
治

体
等

の
名

称
又

は
そ

の
概

数
実

施
状

況

高
齢

者
・
障

害
者

問
題

出
雲

市
高

齢
者

虐
待

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

会
議

高
齢

者
虐

待
の

防
止

か
ら

個
別

支
援

に
い

た
る

各
段

階
に

お
い

て
、

高
齢

者
や

養
護

者
・
家

族
に

対
す

る
多

面
的

な
支

援
を

実
施

す
る

た
め

の
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

構
築

す
る

出
雲

市
実

施
済

み

高
齢

者
・
障

害
者

問
題

市
民

後
見

人
の

育
成

・
支

援
に

係
る

市
町

村
等

担
当

者
会

議

認
知

症
高

齢
者

の
増

加
等

に
よ

り
、

権
利

擁
護

に
関

わ
る

市
民

後
見

人
の

育
成

及
び

活
用

を
図

る
た

め
の

体
制

整
備

に
向

け
た

課
題

検
討

、
意

見
交

換
。

島
根

県
実

施
済

み

・
高

齢
者

・
障

害
者

の
　

権
利

に
関

す
る

委
員

会
・
刑

事
弁

護
セ

ン
タ

ー
高

齢
者

・
障

害
者

問
題

島
根

県
地

域
生

活
定

着
支

援
セ

ン
タ

ー
島

根
県

地
域

定
着

支
援

セ
ン

タ
ー

の
活

動
に

弁
護

士
の

意
見

を
反

映
さ

せ
る

た
め

の
意

見
交

換
実

施
。

島
根

県
（
島

根
県

社
会

福
祉

協
議

会
）

実
施

済
み

Ｄ
Ｖ

問
題

女
性

に
対

す
る

暴
力

対
策

関
係

機
関

連
絡

会
女

性
に

対
す

る
暴

力
の

被
害

者
支

援
に

つ
い

て
共

通
理

解
と

認
識

を
深

め
、

関
係

機
関

相
互

の
連

携
強

化
を

図
る

島
根

県
実

施
済

み

男
女

共
同

参
画

島
根

県
男

女
共

同
参

画
相

談
機

関
連

絡
会

議

県
民

ま
た

は
事

業
者

か
ら

の
性

別
に

よ
る

差
別

的
取

扱
い

そ
の

他
の

男
女

共
同

参
画

を
阻

害
す

る
行

為
に

つ
い

て
の

相
談

に
対

し
て

、
連

携
を

図
り

、
適

切
に

対
応

す
る

た
め

。

島
根

県
実

施
済

み

消
費

者
問

題
消

費
者

問
題

定
例

勉
強

会
県

内
自

治
体

の
消

費
者

行
政

担
当

者
と

の
連

携
の

観
点

か
ら

，
県

消
費

者
セ

ン
タ

ー
に

対
し

て
、

当
会

か
ら

オ
ブ

ザ
ー

バ
ー

参
加

を
呼

び
掛

け
て

実
施

。
島

根
県

実
施

済
み

消
費

者
問

題
島

根
県

消
費

者
セ

ン
タ

ー
と

の
懇

談
会

県
消

費
者

セ
ン

タ
ー

と
県

内
の

消
費

者
被

害
の

相
談

状
況

の
共

有
及

び
事

例
検

討
。

島
根

県
実

施
済

み

貧
困

対
策

島
根

県
パ

ー
ソ

ナ
ル

サ
ポ

ー
ト

セ
ン

タ
ー

　
　

　
(島

根
県

生
活

困
窮

者
自

立
支

援
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
会

議
）

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

会
議

の
構

成
運

営
団

体
と

し
て

、
状

況
に

応
じ

専
門

的
な

個
別

支
援

チ
ー

ム
を

編
成

し
、

生
活

困
窮

者
等

の
経

済
的

自
立

、
日

常
生

活
自

立
、

社
会

生
活

自
立

を
支

援
す

る
。

島
根

県
（
島

根
県

社
会

福
祉

協
議

会
）

実
施

済
み

貧
困

対
策

松
江

地
域

生
活

福
祉

・
就

労
支

援
協

議
会

生
保

受
給

者
及

び
児

童
扶

養
手

当
受

給
等

、
支

援
対

象
者

に
対

し
的

確
な

相
談

窓
口

へ
誘

導
す

る
た

め
関

係
機

関
で

密
接

な
連

携
を

図
る

。
松

江
市

実
施

済
み

両
性

の
平

等
に

関
す

る
委

員
会

高
齢

者
・
障

害
者

の
権

利
に

関
す

る
 委

員
会

消
費

者
問

題
対

策
委

員
会

貧
困

と
人

権
に

関
す

る
委

員
会
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行政機関向け 

熊本県弁護士会活動案内 

（平成２６年版） 

熊本県弁護士会 

あなたと共に答えを見つけます。 
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熊本県弁護士会活動案内の発行にあたり 

 はじめまして。熊本県弁護士会会長の衛藤二男と申します。 

 さて、熊本県弁護士会では、「より開かれた弁護士会、市民に身近 

な存在の弁護士会」を目指して、弁護士会の活動を広く県民・市民の 

皆様方に知っていただくために、弁護士会のホームページや新聞・テ 

レビ等を通じて様々な広報活動を展開しているところです。そして、 

このような広報活動を更に拡大するべく、このたび、熊本県内の地方 

公共団体、市町村等の行政機関に対する広報活動として、行政機関向 

けの「熊本県弁護士会活動案内」を発行する運びとなりました。 

 

 これまで、弁護士会は、顧問弁護士、各種審議会や委員会の審議委 

員、住民向けの法律相談への派遣、その他地方自治体が直面する消費 

生活、行政対象暴力、高齢者・障がい者虐待、いじめ問題をはじめと 

する学校事故・事件等の解決に関して連携協力させていただきました。 

しかしながら、熊本県弁護士会では、近時の地方自治体の権限強化、 

責任・役割の拡大に応じて地方自治体・地方公共団体との密接な連携 

を更に強化していく必要性を確認し、そのためには、先ずは、弁護士 

会の活動情報を県内の各市町村、地方自治体に対して分かり易く説明 

した十分な広報活動が不可欠であるとの結論に至りました。 

 

 このたびの、「熊本県弁護士会活動案内」は、まさに、熊本県弁護 

士会と熊本県及び県内の各市町村等の地方自治体、地方公共団体との 

連携強化を図ることを目的とするものです。どうか、「熊本県弁護士 

会活動案内」を十分にご活用のうえ、各地方自治体、地方公共団体の 

活動にお役立ていただければ幸甚に存じます。 

 

                   熊本県弁護士会       
                    会長  衛 藤 二 男 
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一般相談（月毎に分野ごとの無料相談を実施中） 
法律扶助相談，多重債務相談（無料相談） 

2 

制度の概要 

熊本県弁護士会では、弁護士をご存知でない方のために、県内７ヶ所（熊本， 

山鹿，玉名，天草，人吉，阿蘇，八代）に法律相談センターを設けて、法律 

相談を行っていますので、住民の方から行政機関にご相談があった場合は， 

法律相談センターをご紹介ください。 

 法律相談センターは、皆様の様々な法律問題やトラブルを解決する総合的 

な相談所として、多くの方々にご利用を頂いています。 

 一般法律相談は有料ですが，多重債務相談については無料法律相談を随時 

実施しております。 

 また，一般法律相談についても，毎月，分野ごとに無料相談月間を設定し 

て，無料法律相談を実施しております。当会ホームページ上のお知らせのペ 

ージに無料法律相談の情報を掲載しておりますので，こちらもご確認くださ 

い。 

 このほか，法律相談センターは法テラスの指定相談場所となっております 

ので，民事法律扶助の制度を利用することにより，無料で相談を受けること 

ができますので，お気軽にご利用ください。 

 相談については，予約制となっております。すべてのセンターでの相談に 

ついて，下記の連絡先で対応しておりますので，まずはお電話の上，ご予約 

をお願いいたします。 

制度の説明 

一般相談  ３０分：５２５０円（税込） 
（消費税増税に伴い，平成２６年４月以降は税込５４００円となります。） 
多重債務相談・分野別無料相談  ３０分：無料 

費 用 

熊本県弁護士会法律相談センター 
〒８６０－０８４４ 熊本市中央区水道町１番２３号加地ビル３階 
          ＴＥＬ：０９６－３２５－０００９ 

お問い合わせ先 

法 律 相 談 セ ン タ ー 
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交通事故に基づく損害賠償問題に関する面談相談及び電話相談 

3 

制度の概要 

 交通事故に基づく損害賠償の問題について，弁護士が無料で法律相談に 

応じたり，あっせん人となって話し合いにより紛争の解決を目指します。 

 住民の方から，交通事故に関する問題について，ご相談を受けた場合には， 

交通事故相談センターをご紹介ください。 

制度の説明 

無料（相談） 

費 用 

熊本県弁護士会法律相談センター 

〒８６０－０８４４ 熊本市中央区水道町１番２３号 加地ビル３階 

          ＴＥＬ：０９６－３２５－０００９ 

お問い合わせ先 

日弁連交通事故相談センター 
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子どもの人権に関する無料相談です。 

4 

制度の概要 

 毎月第３土曜日の午後２時から午後４時まで，熊本県弁護士会において， 

弁護士による電話無料相談，及び面談方式の無料相談を開催しています。 

 子どもの人権に関する様々な相談に，法的観点からアドバイスをいたし 

ます。 

制度の説明 

無料 

費 用 

熊本県弁護士会（事務局） 

〒８６０－００７８ 熊本市中央区京町１丁目１３－１１ 

          ＴＥＬ：０９６－３２５－０９１３ 

                （担当委員会：子どもの人権委員会） 

お問い合わせ先 

子どもの人権相談 

第２ 相談事業 資料６－２
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中小企業のための法律相談サービスです。 

5 

制度の概要 

 日本弁護士連合会中小企業法律支援センターが提供する，中小企業のため 

の法律相談サービスです。 

 当番に指定された担当相談員（弁護士）が，相談者に対して電話等で連絡 

を採り，直接面談の上法律相談を行うというものです。 

 初回の相談を３０分無料で行うこととしております。 

 個人事業主を含む中小企業においては，法テラスの利用が不可能であるこ 

とから，法テラスに代わる法的サービスの一環として，ご利用いただけます。 

 なお，弁護士会事務局にチラシがございますので，ご連絡いただければ， 

チラシを送付いたします。 

制度の説明 

初回無料 

費 用 

熊本県弁護士会（事務局） 

〒８６０－００７８ 熊本市中央区京町１丁目１３－１１ 

          ＴＥＬ：０９６－３２５－０９１３ 

            （担当委員会：中小企業法律支援センター委員会） 

お問い合わせ先 

中小企業法律支援センター（ひまわりほっとダイヤル） 

第２ 相談事業 

ひまわりほっとダイヤル：０５７０－００１－２４０ 

ご利用方法 

資料６－２
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顧問弁護士候補者をご紹介いたします。 

6 

制度の概要 

 顧問弁護士をお探しの方がいらっしゃいましたら，下記弁護士会法律相談 

センターまでご連絡ください。 

 弁護士会から，複数の弁護士を推薦し，その中から顧問弁護士をお選びい 

ただけます。 

制度の説明 

熊本県弁護士会法律相談センター 

〒８６０－０８４４ 熊本市中央区水道町１番２３号 加地ビル３階 

        ＴＥＬ：０９６－３２５－０００９ 

お問い合わせ先 

顧問弁護士紹介制度 

第２ 相談事業 資料６－２
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自宅等への派遣相談 

7 

制度の概要 

 外出が困難な高齢者や障がい者の方のために，弁護士がご自宅や病院等を 

訪問して法律相談に応じます。 

 高齢者や障がい者の住民の方から，弁護士に相談したいが外出することが 

できない，等といったご相談を受けた場合には，高齢者・障害者支援センタ 

ーについてご紹介ください。 

制度の説明 

有料（４５分１５，０００円（交通費・税込み）） 

費 用 

熊本県弁護士会法律相談センター 

〒８６０－０８４４ 熊本市中央区水道町１番２３号 加地ビル３階 

        ＴＥＬ：０９６－３２５－０００９ 

             （担当委員会：高齢者・障害者に関する委員会） 

お問い合わせ先 

高齢者・障がい者支援センター（出張相談） 

第２ 相談事業 資料６－２
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 民事上の争いごとについて、弁護士が「あっせん人」となって公正中立の 

立場で当事者から言い分を聞き、話合いによる紛争の解決をお手伝いする制 

度です。いわば弁護士会の「調停」です。 

8 

制度の概要 

 紛争解決センターでは、あっせん人が当事者の話を聞いて、解決案を押し 

つけることなく、双方の合意による解決を目指します。 

 原則として、３回以内のあっせん期日で解決できるよう努力することにな 

っており、早期の解決を目指します。 

制度の説明 

 有料です。 

 費用の点については、弁護士会事務局に御連絡を頂ければ、パンフレット 

をご送付致します。また、弁護士会のホームページでもご覧になれます。 

費 用 

熊本県弁護士会（事務局） 
〒８６０－００７８ 熊本市中央区京町１丁目１３－１１ 
          ＴＥＬ：０９６－３２５－０９１３ 

お問い合わせ先 

紛争解決センター 

第２ 相談事業 資料６－２
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身体を拘束された被疑者等に，一度，無料で接見します。 

9 

制度の概要 

 被疑者・被告人の身体が拘束されている刑事事件について，接見の必要に 

応ずるため，当番制によって土日祝日も含め常時弁護士を配置し，接見のた 

めの弁護士派遣を行います。 

 接見の要請があった時から，原則２４時間以内に弁護士が接見に赴き，被 

疑者・被告人の権利，刑事手続きの流れ等を説明することにより，被疑者・ 

被告人の権利を擁護するとともに，被疑者・被告人の不安を解消することが 

できます。 

 制度が利用できるのは，被疑者・被告人が逮捕・勾留後一度も弁護士と面 

会していない場合に限られます（一回のみ）。 

 土日祝日も当番の弁護士が待機しています。 

制度の説明 

専用ダイヤル：０９０－３６６１－３１３３ 
       午前９時から午後５時まで 
                （担当委員会：刑事弁護センター委員会） 

お問い合わせ先 

当番弁護士制度（刑事弁護） 

第２ 相談事業 資料６－２
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犯罪被害者専用の無料電話相談です。 

10 

制度の概要 

 犯罪被害者の方の中には，どこに相談してよいのかわからないという場合 

もしばしばあります。 

 法律専門家たる弁護士のホットラインを無料で利用できる本制度は，犯罪 

被害者にとって窓口が増えるだけでなく，被害者がたらいまわしにされる危 

険性をなくすものでもあります。 

 また，警察等の捜査機関では十分な支援が得られなかったりする場合でも， 

弁護士による支援を早期に可能とする点で有用性が認められるものです。 

 犯罪被害者からの相談については，本制度をご紹介ください。 

制度の説明 

無料 

費 用 

専用ダイヤル：０９０－９５６８－１１５７ 

       平日午前９時から午後５時まで 

                   （担当委員会：犯罪被害者委員会） 

お問い合わせ先 

犯罪被害者支援ホットライン 

第２ 相談事業 資料６－２
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個別の民事介入暴力被害に対応します。 

11 

制度の概要 

 民事介入暴力対策委員会では，個別の民事介入暴力事案について，当委員 

会所属弁護士で構成する対応班により，被害救済のための，裁判上，裁判外 

の手続きを執り，紛争を解決します。 

 紛争解決においては，熊本県警察，熊本県暴力追放運動推進センターとも 

連携，協力して対応しています。 

 民事介入暴力による被害にお困りの住民の方には，熊本県弁護士会民事介 

入暴力対策委員会をご紹介ください。 

制度の説明 

熊本県弁護士会（事務局） 

〒８６０－００７８ 熊本市中央区京町１丁目１３－１１ 

          ＴＥＬ：０９６－３２５－０９１３ 

                （担当委員会：民事介入暴力対策委員会） 

お問い合わせ先 

個別民事介入暴力 

第２ 相談事業 資料６－２
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 熊本県専門士業団体連絡協議会が主催して，年に１度，合同無料相談会を 
行っています。 

12 

制度の概要 

 熊本県専門士業団体連絡協議会（行政書士，司法書士，社労士，土地家屋 

調査士，不動産鑑定士，税理士及び弁護士の７士業で構成される連絡協議会） 

により，年に１度（毎年秋ごろ。なお、平成２５年度は１１月２４日（日曜 

日）に実施。）合同無料相談会を開催しています。 

 住民の方から，弁護士を含め，他の専門士業に関連するご相談を受けた場 

合には，専門士業団体連絡協議会主催の無料相談会をご紹介ください。 

制度の説明 

年１回（毎年秋頃開催） 
無料（相談） 
 

費 用 

熊本県弁護士会（事務局） 

〒８６０－００７８ 熊本市中央区京町１丁目１３－１１ 

          ＴＥＬ：０９６－３２５－０９１３ 

                    （担当委員会：業務対策委員会） 

お問い合わせ先 

熊本県専門士業団体連絡協議会主催無料相談会 

第２ 相談事業 資料６－２
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 精神科病院等に入院中の方から、退院請求・処遇改善請求に関する相談の 
希望があった場合に、弁護士を派遣し、出張相談を行います。 

13 

制度の概要 

 熊本県内所在の精神科病院等に入院中の方（精神保健福祉法に基づく措置 

入院・医療保護入院等の非自発的な入院を予定）から、退院請求・処遇改善 

請求の相談の希望があった場合に、相談担当弁護士を入院先の精神科病院等 

に派遣して、出張相談を実施します（出張相談活動）。 

 また、相談後、相談者が希望する場合には、必要に応じて、精神医療審査 

会に対する退院請求・処遇改善請求について代理人として活動することを予 

定しています（審査請求代理人活動）。 

制度の説明 

 出張相談は無料です（「日弁連委託法律援助事業」利用していただくこと 

を前提とします。） 

費 用 

熊本県弁護士会法律相談センター 

〒８６０－０８４４ 熊本市中央区水道町１番２３号 加地ビル３階 

          専用ダイヤル：０９６－３２５－７７００ 

          午前９時から午後５時まで 

             （担当委員会：高齢者・障害者に関する委員会） 

お問い合わせ先 

精神保健当番弁護士制度 

第２ 相談事業 資料６－２
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遺言・相続に関する法律相談（電話相談，法律事務所での相談，出張相談） 

14 

制度の概要 

 遺言・相続についての相談等を充実します。 

 「遺言・相続」に関する専用電話相談窓口を設置し，相談者に対し，担当 

弁護士を紹介します。担当弁護士は，その後希望があれば，相談内容に応じ 

て，法律事務所での相談や出張相談を行うこともできます。この場合の相談 

者の費用負担については，無償とする予定です。 

 当センターについてのお問い合わせは，熊本県弁護士会事務局までご連絡 

ください。 

制度の説明 

熊本県弁護士会（事務局） 

〒８６０－００７８ 熊本市中央区京町１丁目１３－１１ 

          ＴＥＬ：０９６－３２５－０９１３ 

          ※電話相談窓口の電話番号は，現在のところ未定です。 

             （担当委員会：遺言・相続センター運営委員会） 

お問い合わせ先 

遺言・相続に関する法律相談（遺言・相談センター） 

第２ 相談事業 

平成２５年１２月１日現在準備中 

資料６－２
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15 

派遣相談窓口の設置 

第３ 行政向け事業 

行政機関等の委託による派遣相談窓口設置 

制度の概要 

 熊本県弁護士会法律相談センターは，県内７か所の法律相談センターだけ 

でなく，行政機関等から委託を受けて法律相談のために定期的に弁護士を派 

遣しています（派遣相談）。 

 現在，熊本市役所，各区役所などに弁護士の派遣相談窓口を設置しており， 

多くの住民の方に利用されています。 

 是非，住民サービスにお役立てください。 

制度の説明 

熊本県弁護士会法律相談センター 
〒８６０－０８４４ 熊本市中央区水道町１番２３号加地ビル３階 
          ＴＥＬ：０９６－３２５－０００９ 

お問い合わせ先 

資料６－２
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16 

自治体の租税徴収部門における多重債務の発見 
及び多重債務者の生活再生支援に向けた取り組み 

 熊本県内の全自治体の徴収部門との連携を図り，多重債務問題について， 

弁護士による適切な解決を行い，租税徴収率の向上，多重債務問題の解決に 

つなげ，ひいて多重債務者の生活再生支援を行います。 

制度の概要 

 租税を滞納している者のほとんどが、同時に多重債務者であることが多く、 

収入についても生活保護基準以下の場合が多く「(税金を）払いたくても払え 

ない」場合がほとんどです。また、多くの者が、弁護士等専門家への相談に 

たどり着けていない場合もあります。 

 平成２３年１０月より取り組みを開始しており、具体的には、自治体にお 

ける「徴収部門における多重債務問題の発見・対応マニュアル」に沿った研 

修を行い、この研修に参加した事などを要件として、相談担当弁護士の名簿 

を作成し、名簿完成後、各自治体に対して、かかる相談担当弁護士の名簿及 

び上記のマニュアルについて当委員会委員において説明をし、自治体の徴収 

部門が「困った時にはいつでも」相談担当弁護士に繋げるように平成２４年 

より運用を開始しました。 

 ご相談については，法律相談センターに相談担当弁護士の名簿を設置して 

おりますのでご連絡ください。また，本制度に関するご説明等については， 

担当委員会から説明担当の弁護士を派遣いたしますので，熊本県弁護士会消 

費者問題対策委員会までご連絡ください。 

制度の説明 

熊本県弁護士会法律相談センター 
〒８６０－０８４４ 熊本市中央区水道町１番２３号 加地ビル３階 
          ＴＥＬ：０９６－３２５－０００９ 
 
※制度に関するお問い合わせ 
熊本県弁護士会（事務局） 
〒８６０－００７８ 熊本市中央区京町１丁目１３－１１ 
          ＴＥＬ：０９６－３２５－０９１３ 
                 （担当委員会：消費者問題対策委員会） 

お問い合わせ先 

第３ 行政向け事業 資料６－２
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福祉の現場でお悩みの方についての相談事業です。 

17 

制度の概要 

 福祉の現場でお悩みの皆さん（行政機関，福祉団体・施設等において高齢者 

や障がい者の相談を担当している方）の疑問や質問に、法的側面からアドバイ 

スすることが，この相談事業の目的です。 

 初回無料でお答えします。申込書に記入のうえＦＡＸ（０９６－３２５－ 

０９１４）でお申し込み下さい。 

 熊本県弁護士会ホームページの，「相談する」ページの中にある，「各種相 

談先一覧」のページからパンフレット，申込書をダウンロードできます。 

制度の説明 

初回無料 

費 用 

熊本県弁護士会（事務局） 
〒８６０－００７８ 熊本市中央区京町１丁目１３－１１ 
          ＴＥＬ：０９６－３２５－０９１３ 
          ＦＡＸ：０９６－３２５－０９１４ 
              （予約ＦＡＸ送信先） 
  
             （担当委員会：高齢者・障害者に関する委員会） 

お問い合わせ先 

福祉相談担当者なんでも相談箱 

第３ 行政向け事業 資料６－２
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18 

大規模災害時等発生時における相談業務の支援に関する協定 

大規模災害発生時の市民向け相談活動。 

制度の概要 

 東日本大震災や，平成２４年熊本広域大水害を受け，今後，熊本県内で大 

規模災害が発生した場合において，幅広く相談活動を行い，迅速な被害回復 

に寄与することを目的として，平成２４年度に，熊本県と，専門７士業との 

間で締結された協定です。 

 有事の際には，熊本県弁護士会までご連絡ください。 

制度の説明 

熊本県弁護士会（事務局） 

〒８６０－００７８ 熊本市中央区京町１丁目１３－１１ 

          ＴＥＬ：０９６－３２５－０９１３ 

                    （担当委員会：業務対策委員会） 

お問い合わせ先 

第３ 行政向け事業 資料６－２
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19 

消費生活相談員研修に弁護士を派遣します。 

制度の概要 

 本制度は，県内各地の消費生活相談員の研修に弁護士を派遣して行う消費者 

問題についての勉強会です。相談員が日頃の相談業務の中で疑問に感じる点等 

について課題を１～２題提案して頂き，それに対して担当弁護士２名が回答し， 

質疑を行う，という形態で行うことが一般的です（ご要望に応じて，勉強会の 

方法は変えています）。 

 以前より，熊本県消費生活センターと熊本市消費者センターの研修に，年間 

９回弁護士を２名ずつ派遣してきましたが，平成２４年度は，希望した他の自 

治体の相談員研修へも弁護士を派遣して勉強会を開催しました。本年度は， 

熊本県及び熊本市を除く１１の市町村から派遣希望の回答がありました。 

 費用については，今年度に限り試行段階として，無料で行いますが，今後の 

費用については，ご相談ください。 

 本制度は，消費生活相談員の日頃の疑問に専門家である弁護士が答えること 

で相談員の方々のレベルアップにつながると同時に，担当弁護士自身も，消費 

者被害事件について検討する機会を得ることで専門知識をより一層磨くことが 

でき，かつ，勉強会を契機に弁護士と相談員とのネットワークも形成されて， 

消費者被害をより適切・迅速な解決に導くことができるという，非常にメリッ 

トの大きい制度ですので，今後も是非ご利用ください。 

制度の説明 

熊本県弁護士会（事務局） 

〒８６０－００７８ 熊本市中央区京町１丁目１３－１１ 

          ＴＥＬ：０９６－３２５－０９１３ 

                 （担当委員会：消費者問題対策委員会） 

お問い合わせ先 

消費生活相談員研修への弁護士派遣制度 

第３ 行政向け事業 

各種研修等についての弁護士派遣 
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各学校等で法教育・消費者問題等に関する講義を行います。 

制度の概要 

 近年の学習指導要領の改定等により，「法教育」について社会的な関心が 

高まっています。ご要望に応じた分野や内容に応じて，法律の専門家ならで 

はの視点から，わかりやすく説明します。 

 法教育に関する講義（例えば，ルール作り，憲法，裁判員制度，弁護士の 

仕事など）ついては，法教育委員会が担当し，各学校及び各種団体へ弁護士 

を派遣して講義を行っています。 

 また，消費者問題に関する講義については，現在，県内の高等学校を対象 

に，同校の高校生へ，契約やクレジットカード決済の仕組み，消費者被害の 

実態と防止方法等についての知見を与えることで，未然に消費者被害の防止 

を図ることを目的とし，消費者問題対策委員会から弁護士を派遣して講義を 

行っています。 

 このほか，労働・貧困問題，セクハラ・ＤＶ問題など，他の法的問題につ 

いても，ご要望があれば対応可能です。詳しくは，弁護士会事務局までお問 

い合わせください。 

制度の説明 

熊本県弁護士会（事務局） 

〒８６０－００７８ 熊本市中央区京町１丁目１３－１１ 

          ＴＥＬ：０９６－３２５－０９１３ 

                （担当委員会：法教育委員会（法教育）） 

          （担当委員会：消費者問題対策委員会（消費者問題）） 

お問い合わせ先 

各学校等への出前講義 

第３ 行政向け事業 

各種研修等についての弁護士派遣 
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各団体等で民事介入暴力に関する講演，相談員派遣を行います。 

制度の概要 

 民事介入暴力対策委員会では，熊本県民暴研究会（熊本県警察刑事部組織 

犯罪対策課，熊本県暴力追放運動推進センターと連携）や，九州ブロック民 

暴研究会（九州管区警察局，九州ブロック暴追センター連絡協議会，九州弁 

護士会連合会と連携）などで，民暴対策に関する研究報告を行っているほか， 

民事介入暴力に関する講演の要請があれば，個別に講演活動を行っています。 

 銀行警察連絡協議会，証券警察連絡協議会，損害保険防犯対策協議会，え 

せ同和行為対策関係機関連絡会，国交省熊本河川国道事務所暴追連絡協議会 

等に委員を派遣しています。 

 また，民事介入暴力に関する相談について，ご依頼があれば相談員を派遣 

しております（熊本市役所にて暴追センターが開催する相談にも，相談員と 

して弁護士を派遣しています。）。 

 民事介入暴力に関する講演，相談員派遣等をお考えの際には，熊本県弁護 

士会民事介入暴力対策委員会までご連絡ください。 

制度の説明 

熊本県弁護士会（事務局） 

〒８６０－００７８ 熊本市中央区京町１丁目１３－１１ 

          ＴＥＬ：０９６－３２５－０９１３ 

                （担当委員会：民事介入暴力対策委員会） 

 

 

お問い合わせ先 

民事介入暴力に関する講演，相談員派遣（弁護士派遣） 

第３ 行政向け事業 

各種研修等についての弁護士派遣 
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 労働問題・貧困問題及び自殺防止対策に関する研修会，講演及び110番等 

への講師や相談担当者の派遣 

制度の概要 

 行政機関からの要望に応じ，「労働問題・貧困問題」に関する研修会， 

講演等へ講師を派遣します。 

制度の説明 

熊本県弁護士会（事務局） 

〒８６０－００７８ 熊本市中央区京町１丁目１３－１１ 

          ＴＥＬ：０９６－３２５－０９１３ 

       （担当委員会：労働・貧困並びに自殺防止対策ＰＴ委員会） 

お問い合わせ先 

労働・貧困問題に関する研修等への講師派遣 

第３ 行政向け事業 

各種研修等についての弁護士派遣 
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遺言・相続に関する研修会，講演等への講師派遣 

制度の概要 

 行政機関からの要望に応じ，「遺言・相続」に関する研修会，講演等へ講 

師を派遣します。 

制度の説明 

熊本県弁護士会（事務局） 

〒８６０－００７８ 熊本市中央区京町１丁目１３－１１ 

          ＴＥＬ：０９６－３２５－０９１３ 

             （担当委員会：遺言・相続センター運営委員会） 

お問い合わせ先 

遺言・相続に関する研修会等への講師派遣 

第３ 行政向け事業 

各種研修等についての弁護士派遣 
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セクハラ・ＤＶ等に関する研修会、講演等への講師派遣 

制度の概要 

 行政機関からの要望に応じ，「セクハラ・ＤＶ等」に関する研修会，講演 

等へ講師を派遣します。 

制度の説明 

熊本県弁護士会（事務局） 

〒８６０－００７８ 熊本市中央区京町１丁目１３－１１ 

          ＴＥＬ：０９６－３２５－０９１３ 

              （担当委員会：両性の平等に関する委員会） 

お問い合わせ先 

セクハラ・ＤＶに関する研修会等への講師派遣 

第３ 行政向け事業 

各種研修等についての弁護士派遣 
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あなたと共に答えを見つけます。 

行政機関向け 熊本県弁護士会活動案内 
平成２６年２月 発行 
 
 編集 熊本県弁護士会対外広報担当者会議 
 発行 熊本県弁護士会 
    〒860-0078 熊本市中央区京町1丁目13-11 
    電話 096-325-0913 
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日弁連業１第４３６号 

２０１４年（平成２６年）１月２８日 

各 位 

日本弁護士連合会 

事務総長 荒 中

（公印省略） 

地方自治体における法曹有資格者の常勤職員対象研修会及び

経験交流会への御出席について（依頼） 

 当連合会は，地方分権の時代を迎えて，弁護士をはじめとする法曹有資格者の公

務員登用促進の活動を進めております。特に２０１３年６月２６日法曹養成制度検

討会議のとりまとめの後，同年９月１７日，政府の下で法曹養成制度改革推進会議

の設置について閣議決定がなされ，法曹有資格者の活動領域の拡大について急ピッ

チで議論がなされております。 

当連合会の調査によれば，２０１４年１月現在，全国４７の地方公共団体におい

て，総勢６１名の弁護士をはじめとする法曹有資格者が常勤職員として採用され活

躍しており，こうした動きは今後進展していくと思われます。 

そこでこの度，地方公共団体の職員として勤務経験のある法曹有資格者及び今後

就任予定の法曹有資格者に対し当連合会がサポートを行うと共に，地方公共団体職

員として活躍する法曹有資格者相互のネットワーク構築を図ることを目的に研修会

及び意見交換会を別紙の内容で２０１４年３月８日（土）午後１時から開催するこ

とといたしました。 

つきましては別紙１実施概要を御一読の上，本企画の趣旨を御理解いただき，是

非とも御出席賜りますようお願い申し上げます。 

なお，お手数ですが，御出席の可否その他質問事項を別紙２回答票にて本年２月

２４日（月）までに御回答くださいますようお願い申し上げます。 

【本件に関するお問い合わせ先】 

日本弁護士連合会事務局（担当 與那覇） 

TEL:03-3580-9963/FAX:03-3580-2866/E-mail:yonahaa@nichibenren.or.jp 
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『地方自治体における法曹有資格者の常勤職員対象研修会及び経験交流会』実施概要

１　日時

　２０１４年３月８日（土）午後１時～午後４時３０分

２　場所

　東京会場：弁護士会館１７階１７０２会議室（東京都千代田区霞が関１－１－３）

　大阪会場：大阪弁護士会館１２階会議室（大阪府大阪市北区西天満１－１２－５）

　※当日は両地点をＴＶ会議システムによって接続し，実施いたします。

３　趣旨・目的

　　地方自治体の活動・業務はすべからく法令に基づくものであることが要求され，地

　方自治体の活動を巡る問題は法務に関するものである。

　　司法制度改革審議会意見書の中でも，法の支配の拡充の観点から地方自治体での法

　曹有資格者の活用への期待が示されている。

　　そして，近年，弁護士をはじめとする法曹有資格者を常勤職員として採用する地方

　自治体が増加しており，多様化・複雑化する住民ニーズに適切に対応していこうとい

　う動きが活発化している。

　　このような状況の中，地方公共団体の職員として勤務経験のある法曹有資格者及び

　今後就任予定の法曹有資格者に対し当連合会がバックアップを行う共に，地方公共団

　体職員として活躍する法曹有資格者相互のネットワーク構築を図ることを目的に研修

　会及び意見交換会の場を設けるものである。

　　

４　内容（予定）

　(1) 自治体内弁護士の業務について

　　　橋本　勇 弁護士（第一東京弁護士会，旧自治省職員）

　(2) 意見交換会

　　・自己紹介

　　・自治体職員を志望したきっかけ

　　・キャリアプラン等

５　参加対象者

　(1) 現在，地方公共団体の常勤職員として勤務されている法曹有資格者

　(2) 過去に地方公共団体の常勤職員として勤務した経験がある法曹有資格者

　(3) 今後，地方公共団体の常勤職員に就任予定の法曹有資格者

６　主催

　　日本弁護士連合会

７　共催

　　大阪弁護士会
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公益財団法人日弁連法務研究財団主催 

シンポジウム「自治体における任期付職員の活用」企画書 

日弁連法務研究財団の「地方行政における法曹資格者の活用に関する研究会」

（主任＝村松岐夫 京都大学名誉教授）は，地方自治体における弁護士の登用の
促進よる政策基盤の強化推進などを目的とした研究の総括として、顧問弁護士，

任期付職員に関する地方自治体アンケート調査結果の紹介と自治体の採用担当

者や任期付職員とのセッションを下記のとおり開催する。 

記 

日 時 ２０１４年３月１５日（土）午後１時～５時（１２時半開場） 
会 場 弁護士会館２階講堂クレオ 
対 象 地方公共団体職員、弁護士、大学教員など（参加自由） 

進行（案） 別紙記載のとおり 
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公益財団法人日弁連法務研究財団主催シンポジウム 
「自治体における任期付職員の活用」進行次第（案） 

2014年１月 16日現在 

司会：加藤 卓也（東京弁護士会） 
挨拶：須田 徹（東京弁護士会） 

13：00－13：20 
基調講演「自治体における任期付職員の登用と政策法務（仮題）」 

講演者：大杉 覚（首都大学東京教授） 

13:20－13:40 
基調報告「顧問弁護士アンケートに関する報告（仮題）」 
報告者：幸田 雅治（中央大学教授・第二東京弁護士会） 

14:00－14:20 
基調報告「任期付職員アンケートに関する報告」 
報告者：西尾 政行（東京弁護士会） 

14：30－16：30 
パネルディスカッション「自治体による任期付職員登用の拡充に向けて」 
パネリスト：大杉 覚（首都大学東京教授） 

奥宮 京子（第一東京弁護士会） 
自治体職員（人事担当者） 
自治体任期付職員（弁護士） 

コーディネーター：岡本 正（第一東京弁護士会） 

16:30－17:00 
質疑応答ほか 

以上 
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潜在的利用者
（現行制度では行政・事業者・法曹有資格者にたどり着いていない、たどり着きにくい方々）

障がい者 高齢者子ども（児童）

既に何らかの支援につながっている利用者

生活困窮者 女 性

支
援

援
助

刑事施設等に収容

された人等

法的支援につながっている利用者

行政 法
テ
ラ
ス

都道府県

市区町村

支
援

任
期
付

（
弁

援

立替

助

ス
タ

他の専門

家等

地域（民

生委員

国

都道府県

事業者等

組織内弁護士

付
公
務
員

弁
護
士
）

ッ
フ
弁
護
士

連携

個
別
の
法

委員

等）

連携（「寄

り添い弁

護士」事

業など） 組織内弁護

外
か
ら
支
援

弁
護
士
」
等
）、

連携
法
的
支
援
等外

か
ら

外
か
ら
支
援

携
等
）、
協
議

行
政
へ
の

外
か
ら

事
業
者

業など）

（「
福
祉
の
当
番

連
携
、
協
議
等

ら
支
援
（
顧
問
等
）

援
、
連
携
（
行
政
連

議
等

の
赴
任

ら
支
援
（
顧
問
等
）

者
等
へ
の
赴
任

弁護士会

弁 護 士
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福
祉
と
関
係
者

行
政

利
用

者
事

業
者

行
政

利
用

者
事

業
者

市
役

所
福

祉
担

当
課

、
社

会
福

祉
協

議
会

成
年

被
後

見
人

等
老

人
介

護
施

設
、
在

宅
医

療
従

事
者

・
機

関
等

市
役
所
高
齢
福
祉
担
当
課
、
地
域

高
齢
者
の
被
虐
待
者

老
人

介
護

施
設

地
域

、
包

括
支

援
セ
ン

（
部

委
さ

合
）
等

包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

高
齢
者

被
虐
待
者

タ
ー

（
外
部
委

託
さ
れ
た
場

合
）
等

障
害
福
祉
担
当
課

障
が
い
者
の
被
虐
待
者

特
定
・
一
般
相
談
支
援
事
業
者
等

児
童
福
祉
担
当
課

児
童
相
談
所

子
ど
も
の
被

虐
待

児
童
養
護
施
設

乳
児
院

自
立
援
助
ホ
ー
ム
等

児
童
福
祉
担
当
課

、
児
童
相
談
所

子
ど
も
の
被

虐
待

児
童
養
護
施
設

、
乳
児
院

、
自
立
援
助
ホ

ム
等

教
育
委
員
会
、
学
校

い
じ
め

男
女

共
同

参
画

担
当

課
、
女

性
セ
ン
タ
ー

Ｄ
Ｖ
、
ス
ト
ー
カ
ー
被
害
者

母
子
生
活
支
援
施
設
、
シ
ェ
ル
タ
ー
等

生
活

福
祉

担
当

課
、
福

祉
事

務
所

生
活

困
窮

者

市
民

相
談

課
、
警

察
署

犯
罪

被
害

者

刑
務
所

更
生

保
護

地
域
生
活
定
着

支
援

セ
ン
タ

等
刑
務
所

更
生

保
護

地
域
生
活
定
着

支
援

セ
ン
タ
ー
等

保
健
所

自
殺

念
慮

者
等

病
院
等

消
費
生
活
セ
ン
タ
ー

消
費

者
被

害
の
被

害
者

そ
の
他

そ
の
他

そ
の
他
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